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外部調査委員会調査報告書の受領に関するお知らせ 

 

当社は、平成 22年 7月 28日に「当社の前身である旧株式会社シーフォーテクノロジーにおける会計処理

に関する調査委員会の設置について」で公表いたしましたとおり、当社の前身である旧株式会社シーフォー

テクノロジーの平成18年 3月期、平成19年 3月期及び平成20年 3月期における会計処理において、一部

に適切な会計処理が行われていなかった可能性が発覚したため、外部調査委員会を設置し、調査を進めて

まいりました。 

この度、外部調査委員会より調査報告書を平成 22 年 12 月 10 日付にて正式に受領いたしましたので、調

査報告書（要旨）を別添にてご報告いたします。 

 

なお、本文書及び外部調査委員会による調査報告の詳述については、当社の前身である旧株式会社シ

ーフォーテクノロジー時代の元役員らによる不適切な取引と考えられるため、旧株式会社シーフォーテクノロ

ジーを「C4T」と略称記載しております 

 

記 

１． 調査報告書について 

(1) 外部調査委員会の調査事項 

外部調査委員会において、平成 22 年 7 月 28 日に公表いたしました平成 18 年 3 月期、平成 19 年 3

月及び平成 20 年 3 月期における以下の 3 つの不適切であると疑われる取引を中心に調査が行われま

した。 

 

① 【平成 18 年 3 月期】 

約 280 百万円のソフトウェアライセンスの販売（売上総利益 280 百万円）に係る計上時期の妥当性

について 

② 【平成 19 年 3 月期】 

約 190 百万円のソフトウェアの販売（売上総利益 10 百万円）の妥当性について 

約 100 百万円のソフトウェア仕入れの妥当性について（平成 21 年 3 月期において全額損失処理

済） 

③ 【平成 20 年 3 月期】 

約 200 百万円のソフトウェア仕入れの妥当性について（全額同期に損失処理済） 



 

外部調査委員会の調査の過程において、上記①～③に関連し、新たに以下の不適切であると疑われ

る取引が見受けられたため、新たに調査対象として加えました。 

④ 【平成 18 年 3 月期～平成 19 年 3 月期】 

C4T が出資した投資事業組合に関連する取引について 

 

(2) 外部調査委員会の調査事項に関する結論 

外部調査委員会は、以下のとおり、当社及び C4T の関係取引先から開示された資料の検討並びに、

C4T元役員、従業員、その他の関係者に対するヒアリングを実施し、物的証拠及び取引当事者その他の

関係者の供述と照らし合わせることにより、その信用性を慎重に検討いたしました。 

その結果、上記①～④については以下の内容の結論が調査報告書に記載されております。 

 

① 【平成 18 年 3 月期】 

約 280 百万円のソフトウェアライセンスの販売（売上総利益 280 百万円）に係る計上時期の妥当 

性について 

C4Tから販売代理店へのライセンス販売取引に関し、C4Tが出資を行った投資事業組合の資金

により販売代金を回収していることから、C4T から販売代理店へのライセンス販売取引は、自己資

金による販売代金の回収を企図して行った販売取引と認められる（調査報告書 7頁）。 

 

② 【平成 19 年 3 月期】 

（ア） 約 190 百万円のソフトウェアの販売（売上総利益 10 百万円）の妥当性について 

約 190 百万円のソフトウェア販売については、開発業務の実在性に疑義があり、且つ、資金の循

環を考察するに、開発委託資金が還流していると考えられる（調査報告書 17 頁）。 

 

（イ） 約100百万円のソフトウェア仕入れの妥当性について（平成21年3月期において全額損失処

理済） 

約 100 百万円のソフトウェアの仕入れについても、C4T 内部で開発行為が完結するものであり、

稟議書等の信用性に疑義があり、仕入先における開発実態がないことに鑑みれば、開発委託業務

取引が仮装されていると考えられる（調査報告書 17 頁）。 

 

③ 【平成 20 年 3 月期】 

約 200 百万円のソフトウェア仕入れの妥当性について（全額同期に損失処理済） 

約200百万円のソフトウェアの仕入れについては、当該取引を利用した資金送金そのものを意図

した取引と解することが妥当であり、ソフトウェアの仕入取引については、実在性に疑いがあり、取り

消しが妥当と考えられる（調査報告書 20 頁）。 

 

④ 【平成 18 年 3 月期～平成 19 年 3 月期】 

C4T が出資した投資事業組合に関連する取引について 



平成 18 年 3 月期に C4T が販売したライセンスに係る売掛債権について、C4T が約 99%出資す

る投資事業組合から当該取引先の貸付を実行し、その貸付資金で回収を行っているため、実質的

にはC4Tの自己資金により売掛債権の回収を図ったものであり、正当な入金とは認められないもの

と考えられる。従って、全額の売上取消しが妥当と考えられる（調査報告書 32 頁）。 

またC4Tの29百万円の貸付債権について、投資事業組合からの貸付によって回収をしているこ

とから、実質的には返済されていないとみなし、平成18年 3月期末で50％の貸倒引当金を設定す

ることが妥当と考えられる（調査報告書 32 頁）。 

さらに、平成 19 年 3 月期に購入したソフトウェア 47 百万円、及び投資有価証券 95 百万円につ

いてもライセンス等に係る返品代金を融通することに真の意図があったものと思われることから取り

消しを実施することが妥当と考えられる（調査報告書 32 頁） 

 

２． 過年度決算の訂正の内容について 

上記１．(2)の外部調査委員会による調査結果を受け、過年度決算の訂正を行うことといたしました。 

 

① 【平成 18 年 3 月期】 

約 280 百万円のソフトウェアライセンスの販売（売上総利益 280 百万円）に掛かる計上時期の妥当 

性について 

調査結果を踏まえ、売上の全額取消しを行います。また、ソフトウェアライセンス（280 百万円）と 

同様に売上計上した、ソフトウェア販売売上（70 百万円）及びこれら取引に伴う子会社への売上手

数料の計上時期について、平成 19 年 3 月期に修正して計上いたします。 

 

② 【平成 19 年 3 月期】 

（ア） 約 190 百万円のソフトウェアの販売（売上総利益 10 百万円）の妥当性について 

調査結果を踏まえ、売上と仕入れの全額取消しを行います。 

（イ）約 100百万円のソフトウェア仕入れの妥当性について（平成 21年 3月期において全額損失処理

済） 

調査結果を踏まえ、平成 19 年 3 月期に費用計上し、平成 21 年 3 月期末における損失処理を

取消します。 

 

③ 【平成 20 年 3 月期】 

約 200 百万円のソフトウェア仕入れの妥当性について（全額同期に損失処理済） 

調査結果を踏まえ、平成19年 9月に費用計上し、平成20年 3月での損失処理を取消します。 

 

④ 【平成 18 年 3 月期～平成 19 年 3 月期】 

C4T が出資した投資事業組合に関連する取引について 

調査結果を踏まえ、平成 18年 3月期にC4Tが 4社に販売したライセンスに係る売上及び仕入

れを全額取消します。 

 



また C4T の 29 百万円の貸付債権について、平成 18 年 3 月期末で 50％の貸倒引当金を計上

いたします。 

さらに、平成 19 年 3 月期に購入したソフトウェア 47 百万円については、平成 19 年 3 月に費用

計上し、平成 21年 3月期末における損失処理を取り消し、投資有価証券95百万円についても平

成 18 年 9 月に費用計上し、平成 20 年 3 月期の損失処理の取消しをいたします。 

 

３． 過年度決算の修正による業績へ与える影響見込について 

過年度決算の修正による今期業績へ与える影響見込みについては、平成22年3月期末において純資

産において 5百万円程度の軽微なものとなる見込みであります。 

各年度の影響額については以下となる見込みであり、平成18年3月期は営業利益、経常利益、当期純

利益について黒字から赤字に、また、平成20年3月期は、純資産が△20百万円となる見込みであります。 

尚、平成 21 年 3 月期における売上の修正は、今回の調査対象外の修正事項となっております。 

（単位：百万円） 

連結 単体 
 

訂正前 訂正後 影響額 訂正前 訂正後 影響額

売上高 1,375 910 △ 465 1,324 859 △ 465

営業利益 39 △ 403 △ 442 65 △ 285 △ 351

経常利益 38 △ 404 △ 442 74 △ 306 △ 381

当期純利益 31 △ 445 △ 477 71 △ 344 △ 416

純資産額 1,598 1,121 △ 477 1,679 1,263 △ 416

平成 18 年 

3 月期 

総資産額 5,294 4,868 △ 425 5,218 4,792 △ 426

売上高 2,183 2,063 △ 120 903 783 △ 120

営業利益 △ 1,143 △ 1,066 77 △ 645 △ 594 51

経常利益 △ 1,320 △ 1,242 77 △ 602 △ 600 2

当期純利益 △ 1,995 △ 1,939 56 △ 2,091 △ 2,096 △ 4

純資産額 △ 146 △ 566 △ 420 △ 188 △ 609 △ 420

平成 19 年

3 月期 

総資産額 3,964 3,597 △ 366 3,440 3,074 △ 366

売上高 3,082 3,082 0 977 977 0

営業利益 △ 400 △ 356 44 △ 384 △ 339 44

経常利益 △ 457 △ 413 44 △ 371 △ 327 44

当期純利益 △ 1,440 △ 1,110 329 △ 1,412 △ 1,082 329

純資産額 70 △ 20 △ 91 94 3 △ 91

平成 20 年

3 月期 

総資産額 3,895 3,801 △ 93 3,436 3,342 △ 93

売上高 6,055 6,050 △ 4 376 372 △ 4

営業利益 42 91 48 △ 317 △ 268 48

経常利益 47 95 48 △ 314 △ 266 48

当期純利益 △ 327 △ 230 97 △ 404 △ 307 97

純資産額 3,041 3,047 5 2,990 2,995 5

平成 21 年 

3 月期 

総資産額 3,858 3,858 0 3,064 3,064 0

売上高 4,347 4,347 0 548 548 0

営業利益 △ 433 △ 433 0 △ 191 △ 191 0

経常利益 △ 497 △ 497 0 △ 188 △ 188 0

当期純利益 △ 873 △ 873 0 △ 289 △ 289 0

純資産額 2,173 2,178 5 2,705 2,710 5

平成 22 年

3 月期 

総資産額 3,296 3,301 5 2,945 2,950 5



 

４． 再発防止策について 

C4T における不適切であると疑われる取引等は当社の旧経営陣によって引き起こされたものであると考

えられますが、平成 20年 6月の定時株主総会において代表取締役、取締役及び監査役が交替し経営陣

が刷新された後、当社では、従来のセキュリティソフトウエアのライセンスビジネスから、金融機関を顧客と

するシステムインテグレーションビジネスへと転換を図り、平成 20年 10月 10日付取締役会決議により、最

高倫理責任者、コンプライアンス担当役員、リスク管理担当役員を選任いたしました。 

また、従来から存在している諸規程の改定並びに諸規程（グループリスク管理規程、コンプライアンス規

程、危機管理規程、外部委託管理規程）の新設が実施され、また平成 21 年 3 月期より上場会社に適用さ

れている金融商品取引法上の内部統制（J-SOX）を厳格に適用し運用しております。 

しかしながら、今後の再発防止のため、ガバナンスが有効に機能する内部統制構築の再確認をすべく、

次のような対応を行うべきであると考えております。 

 

(1) 内部統制システムの実効性の確認 

会社法上、構築義務の定められている内部統制システムが実効的に機能しているかどうかについて、

内部で検証委員会を組成し、実効性の検証、必要に応じ改善指示を行います。 

 

(2) 業務上の責任所在の明確化 

社内の業務遂行過程を明文化し、稟議書、請求書、納品書等の責任の所在を明確にいたします。 

 

(3) 外部通報窓口の設置 

不正取引等のコンプライアンス違反の疑念が生じた場合、いかなる従業員も自己の立場を心配するこ

となく相談や通報をすることができる、外部通報窓口を設置いたします。 

 

(4) 会計基準の遵守 

ソフトウェアの売上に関する会計基準等、適切な財務報告を行うために必要な情報を把握し実施する

ための体制を確保いたします。 

 

(5) 子会社管理の一元化 

旧経営陣の時代には、数億円を貸し付けた子会社が破産する等、グループ会社の経営管理が機能し

ているとは言い難い状況でありました。そのため現在は、子会社の管理部門、経営企画部門を統合し、

一括した経営管理を適切に行う体制を構築しております。 

 

(6) 内部監査の実施 

旧経営陣の時代には、適切な内部監査が実施された形跡が認められず、その有効性に大きな疑義が

ありましたが、現在は、取締役会において承認された内部監査計画に基づき、専門スタッフによる内部監

査を、子会社も含めたグループ全体に対して実施しております。 

 

 

 



 

(7) 監査役及び監査役会による経営者監査、会計監査の実施 

外部調査委員会の調査によると、当該 3 年間は監査役や監査役会による経営監視が有効に機能して

いなかったとされておりますが、現在は、常勤監査役が内部監査室と協働して社内の業務監査及び会計

監査を実施しております。またこれに加え、今後は不適切であると疑われる取引と同様の属性（決算期末

のライセンス販売や仕入等）に対する不正会計処理の監査につきましても、特に経営者の業務執行に対

する監査として実施しております。 

 

(8) コンプライアンスの推進 

現在では、コンプライアンス規程の制定等、コンプライアンス態勢が構築されておりますので、当該に

基づくコンプライアンスプログラムの一環として、当社グループの役職員全員を対象としたコンプライアン

ス研修（研修会、E ラーニング等）を今後定期的に実施し、全社的なコンプライアンス意識の向上を図っ

てまいります 

 

５． 今後の対応について 

過年度決算の修正については、現在確定及び訂正作業を鋭意進めております。平成 18 年 3 月期から

平成 23 年 3 月期第 2 四半期までの有価証券報告書、半期報告書、四半期報告書等の訂正報告書等の

提出及び、決算短信等の訂正の発表につきましては 12 月中旬を目処に行う予定であります。 

 

 

以上 
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外部調査委員会調査報告書の要旨 

 

Ⅰ 調査委員会の概要 

1．調査委員会設置の経緯及び目的 

当社において、C4T 時代の平成 18 年 3 月期、平成 19 年 3 月期及び平成 20 年 3 月期の 3 事業年度に

わたり、旧経営陣の資金循環取引等に基づき不適切であると疑われる会計処理を行っていた疑義が生じた。 

当社は、早速、社内において、過去の当該 3 事業年度に亘る不適切であると疑われる取引の調査を開始

したが、平成 20 年 6 月の定時株主総会において C4T時代の取締役及び監査役が三住光男前代表取締役

（以下「三住氏」という）を除き退任し、当該定時株主総会で代表取締役を退任した三住氏も平成21年4月に

取締役を辞任したため、当時の業務執行及び経理の責任者が社内には存在しておらず、また、当社内のセ

キュリティ政策上当時の電子メール等もほとんどが消去されてしまっていたため、平成 18 年 3 月期から平成

20 年 3月期までの 3年間に亘る取引及び会計調査は困難を極めた。そこで、当社は、事態の究明を目指す

べく、外部の弁護士及び公認会計士による調査委員会（以下「当委員会」という）を設置することを決定し、外

部の弁護士及び公認会計士に調査を依頼した。 

 

2．当委員会の構成 

当委員会の構成は、平成22年7月28日付「当社の前身である旧株式会社シーフォーテクノロジーにおけ

る会計処理に関する調査委員会の設置について」で公表した、当社と顧問契約、監査法人契約、アドバイザ

ー契約等の利害関係を有さない外部の独立した次の 2名によって構成されている。 

   調査委員 弁 護 士 六川浩明 

   調査委員 公認会計士 高橋龍徳 

なお、補助者として公認会計士 3 名（公認会計士松岡直之、公認会計士熊坂朋彦、公認会計士大里眞

司）及び弁護士 2 名（弁護士德永博久（元東京地方検察庁検事）、弁護士澤田祐亨）が本調査報告書作成

に加わったが、これらの補助者についても当社と顧問契約、監査法人契約、アドバイザー契約等の利害関係

を有していない。 

 

3．当委員会による調査方法等 

当委員会は、以下のとおり、当社及び C4T の関係取引先から開示された資料の検討並びに、C4T 元役員、

従業員、その他の関係者に対するヒアリングを実施した。なお、ヒアリングは任意的な聴取に過ぎず強制力を

有しないため、ヒアリング内容については、物的証拠及び取引当事者その他の関係者の供述と照らし合わせ

ることにより、その信用性を慎重に検討した。 

資料については、取締役会議事録、契約書、見積書、発注書、請求書、伝票、営業報告書、電子メール

等を網羅的に検証することを計画したが、不適切であると疑われる取引に係る資料が一部紛失しており、また、

不適切であると疑われる取引の事実関係を確認するに適した情報である電子メールについても、大半が既に

削除され、且つサーバーも物理的に除却されており、情報の収集に制約を受けた。 

また、不適切であると疑われる取引が行われた当時の役員、従業員の概ね全員が、当委員会の調査時ま

でに C4T を退職していることから、調査の情報収集に関するヒアリングに関しても制約を受けた。 
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従って、本件調査は、収集し得た資料に基づき、不適切であると疑われる取引に関与したと思われる人物

を特定し、当該者に対するヒアリングにより調査を実施せざるを得なかった。 

本調査は上述の制約があり、また、不適切であると疑われる取引後数年が経過しているため、ヒアリングを

行った関係当事者の記憶も曖昧であることから、不適切であると疑われる取引の内容を完全に把握すること

ができたとは言い難いため、客観的な証拠に基づいて実取引であると確定できた取引以外は全て実体のな

い取引と扱っている。 

なお、本件調査に係る調査状況は上述のとおりであり、当委員会による調査手続は、その時間的制約、情

報収集の制約から、不適切であると疑われる取引に係るすべての資料を網羅的に検討したものではなく、ま

た不適切であると疑われる取引に関係する全ての当事者にヒアリングを実施したものでもない点にご留意い

ただきたい。 

不適切であると疑われる取引の事実関係を明らかにするため、当委員会において不適切であると疑われる

取引に関与していた三住氏、野口英光氏（C4T 元取締役副社長、R&D 事業本部長。以下「野口氏」という）、

若月文男氏（C4T 元取締役、アライアンスパートナー戦略推進担当。以下「若月氏」という）ら、及び外部取引

先に対して延べ約 40 回に亘り、ヒアリングを実施した。 

 

Ⅱ 調査結果の概要 

当委員会の調査によれば、C4T の過年度の財務諸表の数値は以下のように修正されると考えられることか

ら、平成18年 3月期から現在までの有価証券報告書及び決算短信等の訂正を進めて頂きたい。なお，平成

23年 3月期については，その連結財務諸表における期首純資産及び個別財務諸表における期首純資産に

与える影響額は、それぞれ約 5百万円であると考えられる。 

 

■ 連結財務諸表の修正 

単位：千円

修正前 修正後 差額 修正前 修正後 差額

平成18年3月期 1,375,647 910,597 △ 465,050 1,598,303 1,121,029 △ 477,273

平成19年3月期 2,183,631 2,063,581 △ 120,050 △ 146,157 △ 566,933 △ 420,775

平成20年3月期 3,082,042 3,082,042 0 70,874 △ 20,748 △ 91,622

平成21年3月期 6,055,069 6,055,069 0 3,041,761 3,047,234 5,472

平成22年3月期 4,347,517 4,347,517 0 2,173,133 2,178,605 5,472

事業年度
売上金額 連結純資産

 

■ 個別財務諸表の修正 

単位：千円

修正前 修正後 差額 修正前 修正後 差額

平成18年3月期 1,324,999 859,949 △ 465,050 1,679,940 1,263,916 △ 416,023

平成19年3月期 903,602 783,552 △ 120,050 △ 188,410 △ 609,185 △ 420,775

平成20年3月期 977,546 977,546 0 94,918 3,295 △ 91,622

平成21年3月期 376,478 376,478 0 2,990,325 2,995,798 5,472

平成22年3月期 548,068 548,068 0 2,705,174 2,710,647 5,472

事業年度
売上金額 単体純資産
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当調査委員会による修正の結果、C4Tは連結財務諸表上平成19年 3月期及び平成20年 3月期におい

て連続して債務超過状態であったと考えられるが、当調査委員会による三住氏へのヒアリングの結果、三住

氏及び当時の取締役らは、C4Tが平成 19年 3月期及び平成 20年 3月期において連続して債務超過状態

であったとの認識を有していなかったとのことである。 

 

Ⅲ 不適切であると疑われる取引の発生原因等 

平成 18年 3月期から平成20年 3月期にかけての 3年間という長期に亘り、C4Tにおいて、不適切である

と疑われる取引が看過されていたが、その原因は概ね次のとおりであると考えられる。 

 

1．発生原因 

発生原因の第 1は、以下の C4T（単体）の当期純利益推移から、後述のとおりと考えられる。 

平成 14 年 3 月期 11,796 千円

平成 15 年 3 月期 15,286 千円

平成 16 年 3 月期 △228,525 千円

平成 17 年 3 月期 △509,114 千円

平成 18 年 3 月期 71,469 千円

C4T は、平成 15 年 2 月に東証マザーズ市場に上場したが、平成 15 年 3 月期は黒字化したものの、上場

後 2年間（平成 16 年 3 月期及び平成 17 年 3 月期）は赤字が継続していた。 

発生原因の第 2は、C4Tの証券アナリスト向け平成 18年 3月期第 3四半期業績説明会資料（平成 18年

2 月 16 日）によれば、平成 18 年 3 月期第 3 四半期における第 3 四半期純利益が△186,749 千円であった

が、「新施策の効果 ライセンス収入大幅増」、「通期での黒字化へ向けて、予定通り、着実に前進中」と発表

していた。 

発生原因の第3は、C4Tは、平成 18年 3月期には資金循環取引を策定することによって黒字化を達成し

たものの、平成 19 年 3 月期及び平成 20 年 3 月期において、平成 18 年 3 月に行った売上仮装を隠蔽する

ため、また、売上を過大に計上するため、不適切であると疑われる取引を継続していたことが認められる。 

 

2．看過原因 

看過原因の第 1は、当委員会が当該 3年間に亘る取締役会議事録を閲覧すると、三住氏による議案及び

取引内容の説明に対し、他の取締役及び監査役から質問がなされている形跡は認められず、取引の法的妥

当性及び会計処理内容等に関する質疑応答もなされていない。このため、C4T の取締役会は形骸化してお

り、取締役会が本来有すべき経営監督機能が欠落していたものと認められ、監査役会も同様に形骸化してい

たと考えられる。 

看過原因の第 2 は、C4T において、事業年度末日経過後に、販売取引に係る請求書又は納品書等の文

書が社内で作成される過程で、それらの文書の作成日付を事業年度末日経過前に遡及して作成するための

指示が経営陣から従業員に対してなされることがあったが、そのような処理に疑問を抱いた従業員が通報又

は相談できるような外部通報窓口が設置されていなかったことが認められる。 
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Ⅳ 不適切であると疑われる取引の内容分析 

1. 不適切であると疑われる取引に関わった、若しくは結果として関わることとなった取引先の概要 

ｱ. SF 社は、複写機、通信機器、コンピュータその他事務用機器の販売、リース及び保守管理等を行う

株式会社であり、C4T の販売代理店でもある。 

ｲ. KT 社は、通信販売業務、通信販売業務を行っている事業への卸売業を行う株式会社である。KT 社

の取締役に、C4T の従業員である JS 氏（公認会計士）が就任していた（平成 16 年 6 月乃至平成 19

年 6月）。また、KT社の取締役に、後述する BS社の代表取締役LX氏が就任している（LX氏の KT

社取締役在任期間は平成16年 6月乃至平成21年 10月。うち代表取締役在任期間は平成21年 6

月乃至平成 21 年 10 月。）。 

ｳ. BS 社は、オリジナル商品の企画、製造、販売等を行う株式会社である。BS 社の監査役に、JS 氏が就

任していた（平成 17 年 1 月乃至平成 18 年 8 月）。 

ｴ. TI 社は、コンピュータのソフトウェア・ハードウェアの設計、開発、販売業務等を行う株式会社であるが、

平成 21 年 8 月に破産手続を開始した。 

ｵ. CA社は、ウェブ・モバイルサイトの制作及び運用、コンピュータソフトの開発及び販売等を行う株式会

社である。 

ｶ. KD 社は、前払式証票（ギフト券、商品券、プリペイドカード等）の発行並びに販売及びその代行業等

を行う株式会社である。KD社の取締役に、JS氏が就任していた（平成 17年 11月乃至平成20年 12

月）。 

ｷ. KM 社は、経営一般及び株式公開に関するコンサルティング等を行う株式会社である。KM 社の代表

取締役に三住氏が就任していた（平成 18 年 7 月乃至平成 19 年 12 月）。さらに、KM社の代表取締

役に、JS 氏が就任していた（平成 16 年 12 月乃至平成 18年 3月。なお、その後、JS 氏は平成 21年

12 月に、KM 社の代表取締役に再度就任している）。KM 社は数回の商号変更を経ている（平成 12

年 5 月会社設立時にはCK社という商号であったが、平成 18 年 12 月に CD社に商号変更し、平成

21 年 8 月に PE 社と商号変更し、平成 21 年 9 月に KM社へと商号変更した。）。 

ｸ. OA 社（平成 18 年 11 月に CT 社から商号変更）は、経営コンサルタント業等を行う株式会社である。

OA社の代表取締役に、JS 氏が就任していた（平成 18 年 5 月乃至平成 19 年 6 月。）。なお、OA社

は、AT 社に平成 20 年 2 月に吸収合併され、消滅するが、JS 氏は、平成 19 年 6 月における OA 社

の代表取締役辞任後もOA社の取締役に就任しており、吸収合併後の平成 21年 2月にAT社の取

締役を辞任している。 

ｹ. AJ社（旧商号はＪM社であったが、平成 16年 7月 22日にAJ社に商号変更した。但し、平成 18年 3

月期から平成 20 年 3 月期においてもなお、JM 社という商号が使用されることがあり、またＪＭ社名義

の銀行口座も存在していた）は、コンピュータ及びその周辺機器、通信機器を利用した情報サービス

及び情報番組の企画、制作を行う株式会社である。当委員会の現地調査によれば、AJ 社は現在休

眠状態のようである。 

ｺ. VA 社は、コンピュータ及び周辺機器、情報通信機器及びこれらに使用する部品の開発、設計、製造、

保守サービス、販売及び輸出入を行う株式会社である。VA 社の取締役には、AJ 社の代表取締役で

ある LE 氏が、取締役に就任している（平成 18 年 3 月就任、現在も就任中）。 
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ｻ. CMS 投資事業組合（民法上の任意組合。以下「CMS ファンド」という）の業務執行組合員である MS

社は、企業経営全般に関するコンサルティング事業等を行っている株式会社である。MS 社の取締役

に、JS 氏が就任していた（平成 18 年 5 月乃至平成 21 年 9 月）。 

ｼ. ZD社は、コンピュータ、その周辺機器、通信機器及びそのソフトウェアの開発、設計、製造、販売、賃

貸並びに輸出入業務等を行う有限会社である。 

ｽ. IN 社は、セキュリティに関する機器の開発及び販売等を行う株式会社であり、C4T の持分法適用関

連会社であった。 

ｾ. MP 社は、企業の財務構成の改善及び事務システムの改善、並びに人事制度の再検討及び原価管

理体制の見直しによる企業価値向上に関するコンサルティング業等を行う株式会社である。MP 社の

代表取締役に、JS氏が就任していた（平成 19年 1月乃至平成19年 11月）。また、JS氏は、平成17

年 11 月以前から MP 社の取締役に就任しており、代表取締役を退任すると同時に、取締役も退任し

ている。 

ｿ. CS 社は、経営一般及び株式公開に関するコンサルティングを行う株式会社である。CS 社の代表取

締役に、JS 氏が就任している（平成 13 年 6 月就任、現在も就任中）。 

ﾀ. PI 社は、コンピュータシステムの管理、運用、コンサルティングに関する業務を行う株式会社である。 

ﾁ. WA 社は、コンピュータ・プログラムのソフト開発、企画、制作、管理、運用、販売、輸出入、保守及び

コンサルティング等を行う株式会社である。 

ﾂ. SJ 社は広告、宣伝に関する企画、制作、販売等を行う有限会社である。 

ﾃ. CM 社はインターネット等のネットワークを利用した情報システム、商品売買システム、通信ネットワー

クの企画、設計、開発、販売、管理、運用、保守等を行う有限会社である。 

ﾄ. TP 社は、ハードウェア及びソフトウェアの開発、仕入、販売、リース、賃貸等を行う株式会社（上場会

社）である。 

ﾅ. RS社は、画像又は音声に関する圧縮伸張処理技術の開発等を行う株式会社である。RS社の取締役

に、AJ社の代表取締役である LE氏が就任していた（平成 17年 11月乃至平成22年 4月）。当委員

会の現地調査によれば、RS社は現在休眠状態のようである。また、RS社の本店所在地は、前述のAJ

社と同一である。 

 

2．C4T の会計監査人 

C4Tの会計監査人は、あずさ監査法人（平成18年3月期及び平成19年3月期。平成19年10月辞任。）

及びアスカ監査法人（平成 20 年 3 月期以降）である。 
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3. 不適切であると疑われる取引全体像の俯瞰 

 

C4T

TI社

CRYPTYライセンス等の流れ

資金の流れ

VA社

SF社

販売代理店契約

H18/3
10万ライセ
ンス

KT社

H18/4
CRYPTYライセンス
10万ライセンス

CRYPTY ライセンス転売
220百万円（H19/1)

CMSファンド

H18/2
ファンドへの
出資

550百万円

BS社

H18/5
融資 200百万円

H18/5-6
融資316百万円

H18/5、 H18/6
ライセンス料支払い
350百万円

BS社とKT社は
資本関係有り

AJ社

OA社CD社

H19/4 115百万円
H19/6 90百万円

画像圧縮エンジン等購入

H19/6頃金額不明

H19/5
47百万円

H18/4-6 350百万円

KD社

CRYPTY
ライセンス
2.72万ライ
センス

CRYPTY
ライセンス
1.28万ライ
センス

CRYPTYライセンス
1.28万ライセンス

６万ライセンス

CRYPTY ライセンス
5.6万ライセンス
H19/2 113百万円

H19/4 113百万円

H19/4
115百万円

H19/6
90百万円

CA社

H19/2
294百万円
PA開発

委託等支払

H19/2 180百万円

PA関連開発の売上回収
H19/3～6
計203百万円

H19/2 170百万円

取引先複数社

H18/3-4
資金貸付
185百万円

H18/3-4
売掛金回収
146百万

H18/3期
C4Custom SDK
ライセンス販売等

95百万円

H19/2
164百万円
融資

最終的に、C4Tは
第三者に債権譲渡

（ゼロ円）

MS社

CRYPTYライセンス
1.28万ライセンス

H19/6頃金額不明

C4T

TI社

CRYPTYライセンス等の流れ

資金の流れ

VA社

SF社

販売代理店契約

H18/3
10万ライセ
ンス

KT社

H18/4
CRYPTYライセンス
10万ライセンス

CRYPTY ライセンス転売
220百万円（H19/1)

CMSファンド

H18/2
ファンドへの
出資

550百万円

BS社

H18/5
融資 200百万円

H18/5-6
融資316百万円

H18/5、 H18/6
ライセンス料支払い
350百万円

BS社とKT社は
資本関係有り

AJ社

OA社CD社

H19/4 115百万円
H19/6 90百万円

画像圧縮エンジン等購入

H19/6頃金額不明

H19/5
47百万円

H18/4-6 350百万円

KD社

CRYPTY
ライセンス
2.72万ライ
センス

CRYPTY
ライセンス
1.28万ライ
センス

CRYPTYライセンス
1.28万ライセンス

６万ライセンス

CRYPTY ライセンス
5.6万ライセンス
H19/2 113百万円

H19/4 113百万円

H19/4
115百万円

H19/6
90百万円

CA社

H19/2
294百万円
PA開発

委託等支払

H19/2 180百万円

PA関連開発の売上回収
H19/3～6
計203百万円

H19/2 170百万円

取引先複数社

H18/3-4
資金貸付
185百万円

H18/3-4
売掛金回収
146百万

H18/3期
C4Custom SDK
ライセンス販売等

95百万円

H19/2
164百万円
融資

最終的に、C4Tは
第三者に債権譲渡

（ゼロ円）

MS社

CRYPTYライセンス
1.28万ライセンス

H19/6頃金額不明



 

 7

ｱ. CRYPTY U/S ライセンス（以下「CRYPTY ライセンス」という）の販売取引について 

C4Tから SF社へのCRYPTY ライセンス販売取引に関し、C4Tは、C4Tが約 99％の出資を行ったCMSフ

ァンドの資金により販売代金を回収していることから、C4T から SF 社への CRYPTY ライセンス販売取引は、

C4T が自己資金による販売代金の回収を企図して行った販売取引と認められる。 

また、関係者へのヒアリングによれば、C4T が SF 社へ販売した CRYPTY ライセンスは、最終的に AJ 社及

びKD社が取得していることが認められるが、これは、AJ社及びKD社が主体的に使用するために取得したと

認めることは困難と考えられる。 

さらに、AJ社に帰着したCRYPTYライセンスの取得代金の資金拠出者はC4Tであると認められることから、

C4T から SF 社への CRYPTY ライセンスの販売取引は、複数社を介在させた資金循環取引であり、所謂「ま

わし取引」の変形と考えられる。 

 

ｲ. C4CustomSDK ライセンス及び ezSecurityClient ライセンス等の販売取引 

C4Tは、平成 18年３月期に、取引先複数社に対しC4CustomSDK ライセンス及び ezSecurityClient ライセ

ンス等を販売している一方、C4Tは、取引先複数社に対するC4CustomSDKライセンス及びezSecurityClient

ライセンス等の販売代金の回収について、C4T が約 99％の出資を予定した CMS ファンドから取引先複数社

に融資を行い（CMS ファンド成立前に、C4T が、CMS ファンドの業務執行組合員に就任予定であった MS 社

口座に預託した資金が、CMS ファンド口座に平成 18 年 3 月 27 日に資金移動された金員により行った融資

であると認められる）、C4T は取引先複数社から、当該 C4CustomSDK ライセンス及び ezSecurityClient ライ

センス等の販売代金の回収を行っている。 

CMS ファンドから取引先複数社への融資について、三住氏へのヒアリングによれば、三住氏は、当該

C4CustomSDK ライセンス及び ezSecurityClient ライセンス等の販売代金の回収遅延により、C4T の平成 18

年 3 月期の会計監査人であるあずさ監査法人に C4T の平成 18 年 3 月期に係る C4CustomSDK ライセンス

及びezSecurityClient ライセンス等の販売に関する売上計上が取り消されることをC4Tが忌避したとのことで

ある。このため、三住氏は、CMS ファンドから取引先複数社への融資資金により、C4T が取引先複数社から

C4CustomSDK ライセンス及び ezSecurityClient ライセンス等の販売代金を回収することにより、C4T の平成

18年3月期の売上計上を確実にし、且つ、C4CustomSDKライセンス及びezSecurityClient ライセンス等の販

売に係る売掛債権の引当、貸倒処理を回避することを目的として、C4CustomSDK ライセンス及び

ezSecurityClient ライセンス等の販売先である取引先複数社に対し融資を行ったとのことである。 

また、C4CustomSDK ライセンス及び ezSecurityClient ライセンス等の販売時に、三住氏、若月氏は、取引

先複数社に対し、「もし販売できなければ、転売先を紹介する」と発言し、実際に取引先複数社は C4T が選

定する転売先にこれらを転売した。そして、転売先が転売した最終転売先（最終取得先：現在、休眠会社）に

対し、C4Tが資金を拠出し、最終転売先にC4CustomSDKライセンス及びezSecurityClient ライセンス等の取

得資金（転買資金）を捻出させ、最終転売先に C4CustomSDK ライセンス及び ezSecurityClient ライセンス等

を取得させることにより、C4TのC4CustomSDKライセンス及びezSecurityClientライセンス等の販売取引の最

終的な処理を行っていることが認められる。 

以上のことから、C4Tが行ったC4CustomSDK ライセンス及び ezSecurityClient ライセンス等の販売取引は、

複数社を介在させた資金循環取引であり、所謂「まわし取引」の変形と考えられる。 
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ｳ. PA 開発の受託取引 

関係者へのヒアリングによれば、C4T が、TI 社から受託した PA 開発については、本来ならば、TI 社及び

CA 社間で完結すべき取引と考えられるが、TI 社側の諸事情により、C4T 及び AJ 社が介在することとなった

取引とのことである。また、C4T は、PA 開発を行っておらず、外注先である AJ 社から C4T に対し PA 開発に

関する成果物が納品されていないようである。さらに、資金取引を考察するに、C4T が TI 社から回収した PA

開発の販売代金の原資は、C4T が AJ 社に支払った開発資金が還流したものであると考えられる。 

このため、C4T の PA 開発の受託取引に関する売上計上は、自己資金により売上を計上することを目的と

した取引と考えられる。 

 

以上により、C4T の過年度における以下の売上計上額を取り消すことが妥当と考えられる。 

 

事業年度 内容 金額（千円） 

平成 18 年 3 月期 CRYPTY ライセンス販売に係る売上の取消し 280,000

平成 18 年 3 月期 CMS ファンド関連取引に係る売上の取消し 115,000

平成 18 年 3 月期合計 395,000

平成 19 年 3 月期 PA 販売に係る売上の取消し 190,050

平成 19 年 3 月期合計 190,050

総合計 585,050
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Ⅴ 不適切であると疑われる取引の内容 

１． 平成 18 年 3 月期における SF 社宛の CRYPTY ライセンス等の販売取引 

KT社

C4T

SF社

BS社

⑥①

【①資金送金：367百万円】
平成18年4月28日 50百万円
平成18年5月31日 50百万円
平成18年6月30日 267百万円

【①取引内容】
合計350百万円（平成18年3月16日）

C4Tの売上明細
C4Custom SDK他 0.2百万円
C4Custom利用無制限ライセンス 30百万円
TAS利用無制限ライセンス 20百万円
CSL利用無制限ライセンス 20百万円
値引き ▲0.2百万円
小計 70百万円

CRYPTY U/Sソフトウェアライセンス 300百万円
値引き ▲20百万円
小計 280百万円

【④資金送金】
NS氏によれば、未回収なし

【④取引内容】
KT社の売上明細
47百万円（税抜）（平成19年5月15日付）

CRYPTY U/Sソフトウェアライセンス
12,800ライセンス 47百万円

⑦

【③資金送金】
NS氏によれば、未回収なし

【③取引内容】
KT社の売上明細
95百万円（税抜）（平成20年10月31日付）

CRYPTY U/Sソフトウェアライセンス
27,200ライセンス 95百万円

②

⑧

CD社

TI社

OA社

【②資金送金：367百万円】
平成18年5月25日 50百万円
平成18年6月23日 317百万円

【②取引内容】
KT社の注文書
合計350百万円（税抜）（平成18年4月21日付）

CRYPTY U/Sソフトウェアライセンス 350百万円
100,000ライセンス

なお、売買契約書上（平成18年4月24日付）、上記ソフトウェア
ライセンスの他、下記製品が付加されている。
・法人顧客マーケティング情報及びデータベース一式
・コールセンター管理ソフトウェア

KD社

③

⑤

④

⑨

【⑦資金送金】
平成18年5月24日 200百万円

【⑦取引内容】
金銭消費貸借契約書（平成18年5月21日付）
貸付金200百万円

CMSファンドの解散に伴い、BS社宛貸付債権はC4Tに
現物分配され、その後、平成19年1月15日に全額回収
済み

【⑤資金送金：220百万円】
TI社通帳より
平成19年1月15日 220百万円

【⑤取引内容】
KT社の売上明細
210百万円（税抜）（平成19年1月15日付）

CRYPTY U/Sソフトウェアライセンス
60,000ライセンス 210百万円

【⑥資金送金：550百万円】
平成18年2月15日 550百万円

【⑥取引内容】
投資組合出資金

但し、組合組成前にMS社口座に入金されている。詳細
は、「CMSファンドを介した資金取引」参照

【⑧資金送金】
下記の通り、総勘定元帳にて資金送金を確認

【⑧取引内容】
KT社総勘定元帳より
平成18年5月25日 50百万円借入
平成18年5月31日 50百万円返済
平成18年6月23日 266.25百万円借入
平成18年6月26日 0.15百万円返済
平成18年9月28日 10百万円返済
平成19年1月15日 220.5百万円返済
平成19年5月30日 35.6百万円返済

【⑨資金送金：226百万円】
TI社通帳より
平成19年2月28日 113百万円
平成19年4月26日 113百万円

【⑨取引内容】
CRYPTY U/Sソフトウェアライセンス 56,000ライセンス

⑩ ⑪

【⑩⑪取引内容】
CRYPTY U/Sソフトウェアライセンスの購入

VA社

【⑫取引内容】
C4Tの営業報告日報捏造により平成18年3月2日付でSF社
からライセンスの転売を確約したとされる

⑫ CMSファンド

AJ社

C4Tの会計処理
■平成18年3月期
CRYPTY U/Sライセンス等
売上高 350百万円

KT社

C4T

SF社

BS社

⑥①

【①資金送金：367百万円】
平成18年4月28日 50百万円
平成18年5月31日 50百万円
平成18年6月30日 267百万円

【①取引内容】
合計350百万円（平成18年3月16日）

C4Tの売上明細
C4Custom SDK他 0.2百万円
C4Custom利用無制限ライセンス 30百万円
TAS利用無制限ライセンス 20百万円
CSL利用無制限ライセンス 20百万円
値引き ▲0.2百万円
小計 70百万円

CRYPTY U/Sソフトウェアライセンス 300百万円
値引き ▲20百万円
小計 280百万円

【④資金送金】
NS氏によれば、未回収なし

【④取引内容】
KT社の売上明細
47百万円（税抜）（平成19年5月15日付）

CRYPTY U/Sソフトウェアライセンス
12,800ライセンス 47百万円

⑦

【③資金送金】
NS氏によれば、未回収なし

【③取引内容】
KT社の売上明細
95百万円（税抜）（平成20年10月31日付）

CRYPTY U/Sソフトウェアライセンス
27,200ライセンス 95百万円

②

⑧

CD社

TI社

OA社

【②資金送金：367百万円】
平成18年5月25日 50百万円
平成18年6月23日 317百万円

【②取引内容】
KT社の注文書
合計350百万円（税抜）（平成18年4月21日付）

CRYPTY U/Sソフトウェアライセンス 350百万円
100,000ライセンス

なお、売買契約書上（平成18年4月24日付）、上記ソフトウェア
ライセンスの他、下記製品が付加されている。
・法人顧客マーケティング情報及びデータベース一式
・コールセンター管理ソフトウェア

KD社

③

⑤

④

⑨

【⑦資金送金】
平成18年5月24日 200百万円

【⑦取引内容】
金銭消費貸借契約書（平成18年5月21日付）
貸付金200百万円

CMSファンドの解散に伴い、BS社宛貸付債権はC4Tに
現物分配され、その後、平成19年1月15日に全額回収
済み

【⑤資金送金：220百万円】
TI社通帳より
平成19年1月15日 220百万円

【⑤取引内容】
KT社の売上明細
210百万円（税抜）（平成19年1月15日付）

CRYPTY U/Sソフトウェアライセンス
60,000ライセンス 210百万円

【⑥資金送金：550百万円】
平成18年2月15日 550百万円

【⑥取引内容】
投資組合出資金

但し、組合組成前にMS社口座に入金されている。詳細
は、「CMSファンドを介した資金取引」参照

【⑧資金送金】
下記の通り、総勘定元帳にて資金送金を確認

【⑧取引内容】
KT社総勘定元帳より
平成18年5月25日 50百万円借入
平成18年5月31日 50百万円返済
平成18年6月23日 266.25百万円借入
平成18年6月26日 0.15百万円返済
平成18年9月28日 10百万円返済
平成19年1月15日 220.5百万円返済
平成19年5月30日 35.6百万円返済

【⑨資金送金：226百万円】
TI社通帳より
平成19年2月28日 113百万円
平成19年4月26日 113百万円

【⑨取引内容】
CRYPTY U/Sソフトウェアライセンス 56,000ライセンス

⑩ ⑪

【⑩⑪取引内容】
CRYPTY U/Sソフトウェアライセンスの購入

VA社

【⑫取引内容】
C4Tの営業報告日報捏造により平成18年3月2日付でSF社
からライセンスの転売を確約したとされる

⑫ CMSファンド

AJ社

C4Tの会計処理
■平成18年3月期
CRYPTY U/Sライセンス等
売上高 350百万円
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ｱ. 平成 18 年 3 月期における SF 社宛の CRYPTY ライセンス等の販売取引の概要 

平成 18 年 3 月期における SF 社宛の CRYPTY ライセンス等の販売取引の名目的な取引内容は、事務機

器等の販売を手掛ける販売代理店であるSF社に対して、C4Tの当時の主力製品であるCRYPTYライセンス

を販売する取引であった。同時に、SF 社自身が事務機器等に C4T の暗号技術を組み込んだ独自製品の販

売展開も視野に入れていたことから、同社に対して暗号技術等のライセンス及び開発キットを販売した取引で

あった。 

C4T は、この取引内容に従って、平成 18 年 3 月期に CRYPTY ライセンス販売 280 百万円並びに

C4Custom 等開発キット及びそのライセンス販売 70 百万円の合計 350 百万円の売上を計上した。 

 

ｲ. 調査の内容 

当委員会の調査によって得られた内容は、以下のとおりである。 

 

SF 社との取引経緯 

C4Tは、平成18年 2月頃、JS氏の紹介により得た新規販売代理店であるSF社と、CRYPTY10万ライセン

ス等の販売交渉を開始した。交渉当初、SF 社は、エンドユーザーに対する販売努力をしていたようだが、

C4Tは、SF社より、平成18年4月中旬頃、「販売の見込みが立たず、CRYPTY10万ライセンスの購入を見合

わせたい」旨の意向を受け1、C4T 及び SF 社間で転売先の紹介も含め、対応を協議していた。 

三住氏は、平成18年 4月中旬にC4Tの平成18年 3月期決算対策を考慮し、SF社に対してCRYPTY10

万ライセンスの転売先（KT 社。三住氏へのヒアリングによれば、JS 氏が紹介したとのこと）を確約し、また、SF

社にとって十分な利益が確保できる程度に価格を設定することを条件に、C4T 及び SF 社が、CRYPTY10 万

ライセンスについて、平成18年3月期の販売とすることで合意した。そして、C4Tは、当該販売合意に基づき、

SF 社宛に平成 18 年 3 月期に CRYPTY10 万ライセンスの売上を計上した。 

 

野口氏は、平成 18年 4月 15日にC4Tの営業管理担当者に対して SF社宛の売上関連証憑の作成指示

の電子メールを送信しているが、当該電子メールによれば、平成18年 3月末以前の日付での、見積、発注、

請求書等の証憑の作成及び平成18年 4月 17日午前中に納品物を出荷するよう指示しており、当該出荷指

示に基づき、営業担当者が宅配便にて SF 社宛に CD-ROM等の納品物を出荷した。 

野口氏によれば、上述の電子メールは、三住氏の指示に基づき作成依頼したような記憶があるが、電子メ

ールの内容を考慮すると、納品事実のないまま、日付を遡らせて平成 18年 3月期の売上として計上したもの

と考えられるとのことであった。 

三住氏も同様に、当時の C4T の売上計上基準に照らすと、納品事実に基づき売上を計上することが原則

であり、本来ならば、平成 18 年 4 月以降の売上とすべきであったものの、C4T 及び SF 社の合意に基づき、

C4T の決算対策も考慮し、平成 18 年 3 月期の売上として計上したとのことであった。 

 

 

                                                  
1 ライセンスの代理店販売については、エンドユーザーに対するある程度の販売見込がある場合に、仕入を行う
商慣習があるとのこと。 
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ライセンスの売上計上基準 

一般にソフトウェアのライセンス販売については、利用ライセンスの付与という、実態が把握しづらい製品の

特殊性により、取引の実在性を確認することに多くの困難を伴うことから、明確な売上計上基準、関連証憑の

整備等の規定を設け、これを遵守することによって、真正な売上として認められることとなる。 

平成 18年 3月期決算監査において、C4Tは、CRYPTY ライセンス等の売上計上基準について、あずさ監査

法人と協議を行っており、その内容について、当委員会が、あずさ監査法人及び三住氏より聴取した内容は、

以下のとおりである。 

 

 あずさ監査法人は、C4T から SF 社に対する CRYPTY ライセンス等の販売について、金額的に重

要であり、また、期末日に近い取引であることから、ライセンス販売の特殊性に鑑み、特に、取引の

実在性、期間帰属の妥当性に重点を置き、納品書、請求書等の販売関連証憑の整備状況のみな

らず、相手先との取引実態の把握、代金回収の確実性を判断基準として、売上計上の適否を判断

する2。 

 当時、情報サービス産業における会計処理の諸問題が社会問題となっていたこともあり3、SF 社等

の販売代理店に対するライセンス販売については、エンドユーザーの存在を特に考慮して、売上

計上の適否を判断する。 

 さらに、ライセンス販売取引全般について、売上計上の根拠として債権回収の確実性の確保は必

須であることから、入金予定が販売日から 3 ヶ月を超える取引については入金基準で売上を計上

する。入金予定が販売日から 3 ヶ月以内の取引については権利付与時に売上計上するが、売上

計上日から 3 ヶ月を超える入金遅れが発生した場合、売上取消要因となることがある。 

 

かかる状況の下、CRYPTYライセンス販売については、エンドユーザーとして本件とは全く別案件にて交渉

中であった VA 社（後述）との販売確約に関する交渉経緯を記した、平成 18 年 3 月 2 日付の営業報告日報

（若月氏の署名あり）を捏造し、あたかもC4T、SF社及びVA社の3社間で協議が進行しているように、あずさ

監査法人へ説明をしていた。 

SF 社からのCRYPTY ライセンスの転売先は、実際には、VA社ではなく KT社であり、三住氏によれば、そ

の経緯は以下のとおりである。 

 C4T及びSF社の交渉過程で、最終的にSF社はCRYPTYライセンスの購入を断念し、KT社が購

入することになった。 

 しかし、C4T は、あずさ監査法人に対し、平成 18 年 3 月及び 4 月の監査期間中に、CRYPTY ライ

センスの販売先がSF社である旨説明していたことから、突如販売先がKT社に変更になると、取引 

                                                  
2 この結果、C4T は、SF 社から回収する予定の売掛金 367 百万円について、当初の回収予定（平成 18 年 4月 28 日：
50 百万円、平成 18 年 6月 30 日：317 百万円）を変更し、当初平成 18 年 6 月に回収予定であった 317 百万円のうち 50

百万円を 1 ヶ月前倒しで平成 18 年 5 月 31 日に回収した。 
3 情報サービス産業における不適切な会計処理に対処することを目的とし、会計処理の明確化、実務上の留意事項の整

理のために「情報サービス産業における監査上の諸問題」（平成 17 年 3月 11 日 日本公認会計士協会）、「ソフトウェア

取引の収益の会計処理に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第 17 号 平成 18 年 3 月 30 日 企業会計基準委員

会）等が公表されている。 



 

 12

の実在性に疑義を生じさせ、売上計上が認められない可能性を懸念した。 

 そこで、C4Tは、あずさ監査法人に平成18年3月期の売上計上に疑義を生じさせないように、C4T

が KT 社に対して直接 CRYPTY ライセンスを販売せず、C4T が一旦 SF 社に対して CRYPTY ライ

センスを販売し、これを保有してもらうよう SF 社に依頼した。 

 

SF 社から KT社への転売 

SF 社から当該 CRYPTY ライセンスを転買した KT 社の代表取締役 NS 氏によれば、KT 社は当時主に通

販ビジネスの支援業務（コールセンター業務）を行っており、コールセンターで預かる名簿データ等個人情報

の管理にセキュリティ製品の利用可能性があると判断し、また、JS 氏より、製品の購入資金の支援の確約を得

ていたため、SF 社からの CRYPTY10 万ライセンスの購入（350 百万円）を決定したとのことである。 

CRYPTYライセンスの購入資金については、JS氏からの紹介により、CMSファンドからBS社に対し平成18

年 5 月 24 日付で 200 百万円送金され、その後、BS 社が KT社に対し平成 18 年 5 月 25 日に 50 百万円及

び平成 18 年 6 月 23 日に 266.25 百万円、合計 316.25 百万円送金した4。 

KT社は、当該購入資金の返済を BS社に対し、平成 18 年 5月 31日（50 百万円）、平成 18年 6月 26 日

（0.15 百万円）、平成 18 年 9 月 28 日（10 百万円）、平成 19 年 1 月 15 日（220.5 百万円）、平成 19 年 5 月

30 日（35.6 百万円）の 5回により完済している。 

 

KT 社からの転売 

NS 氏によれば、平成 18 年 4 月に SF 社から CRYPTY10 万ライセンスの転売を受けたものの、予定した販

売成果が上がらないため、三住氏の仲介により TI 社宛にCRYPTY 6 万ライセンス、JS 氏の仲介により KD社

宛に CRYPTY 2 万 7200 ライセンス、CD社宛に CRYPTY 1 万 2800 ライセンスを販売することになったとのこ

とである。 

三住氏によれば、ASP 事業を行うために CRYPTY ライセンスの購入を予定していた AJ 社を KT 社に紹介

しようとしたが、当時AJ社にはCRYPTY ライセンスを購入するための十分な資金がなかったため、一旦TI社

に当該 CRYPTY6 万ライセンスを買い取ってもらったとのことである。また、KT 社が CD 社へ販売した

CRYPTY1万2800ライセンスについては、その全てがJS氏の仲介によりOA社へ転売され、その後最終的に

AJ 社が買い取ったとのことであった。 

SF 社から KT社に転売されたCRYPTY10 万ライセンスについては、KT社が KD社へ販売したCRYPTY2

万 7200 ライセンス及びKT社が TI 社に販売したCRYPTY6 万ライセンスのうち TI 社が保有することとなった

CRYPTY4000 ライセンスを除いた全てを AJ 社が買い取り、その結果、CRYPTY6 万 8800 ライセンスを AJ 社

が保有することになった。 

 

                                                  
4 NS 氏によれば、CRYPTY ライセンスの購入資金は、JS 氏からの紹介により提供を受けたものであり、BS 社経由で購入
資金が提供された理由等、資金移動の詳細については不明とのことであった。また、NS氏は、CMSファンドへの主たる出

資者がC4T であることは認識していなかったとのことである。なお、MS 社の代表取締役 LS 氏によれば、BS 社への 2億

円の貸付については、事業計画等の財務資料を精査し、ファンド運営上、正規の手続を経て、BS 社の事業資金として

CMS ファンドから貸付を実行しており、BS 社から KT社へ貸付を行うという話は BS 社代表取締役 LX氏から聞いていな

かったとのことである。 
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ｳ. 検討 

平成 18 年 3 月期の C4T から SF 社に対する CRYPTY10 万ライセンスの販売については、その全てが SF

社から KT 社へ転売されているが、KT 社の CRYPTY10 万ライセンスの購入資金は、C4T が約 99%を出資し

た CMS ファンドから BS 社経由で KT 社に資金が移動している点に鑑みると、C4T が CMS ファンドに出資し

た自己資金が KT 社及び SF 社の CRYPTY10 万ライセンスの購入資金として転化し、C4T へ還流していると

考えられる。 

 

その一方で、CRYPTY ライセンスが KT 社から TI 社他へ転々と売買が繰り返されることによって、AJ 社が

CRYPTY6万 8800 ライセンスを保有するに至った。これらAJ社が保有することになったCRYPTY6万 8800 ラ

イセンスのうち TI 社から購入した CRYPTY5 万 6000 ライセンスの購入資金は、AJ 社から TI 社に平成 19 年

2 月 28 日及び平成 19 年 4 月 26 日にそれぞれ 113 百万円、合計 226 百万円支払われている。この点、不

適切であると疑われる取引として当委員会が調査対象とした後述の PA 関連の地紋用及び NN（MP3）用モジ

ュール開発資金としてC4Tが AJ社に送金した 105百万円（平成 19年 2月 26日）及びVA社を介してC4T

が AJ 社に第 1 回目に送金した 115 百万円（平成 19 年 4 月 25 日）が CRYPTY5 万 6000 ライセンスの購入

代金の支払金額とほぼ同額であり、支払日も近接している。このため、PA 関連の地紋用及び NN（MP3）用モ

ジュール開発資金として C4T が AJ 社に送金した 105 百万円（平成 19 年 2 月 26 日）を原資として、その同

日に AJ 社が TI 社に 113 百万円を支払い、また、VA 社を介して C4T が AJ 社に第 1 回目に送金した 115

百万円（平成 19 年 4 月 25 日）を原資として、その翌日に AJ 社が TI 社に 113 百万円を支払ったものと考え

られる。 

 

AJ 社及び C4T 間には資本関係がないものの、三住氏及び若月氏が AJ 社の代表取締役 LE 氏と昵懇で

あった点、AJ 社が事業展開を意図していたとされるセキュリティ製品を提供する ASP サービス事業の実態を

証する資料が当委員会に対して一切提示されていない点、三住氏によれば、AJ社が企図していたASP事業

自体が頓挫している点、さらに当委員会の現地調査では AJ 社が休眠状態であると考えられる点に鑑みれば、

C4T が AJ 社に C4T の資金を提供し、C4T 自らが CRYPTY ライセンスを保有させるために、AJ 社という会社

を利用したと推察される。 

 

平成 18 年 3 月期における SF 社宛の CRYPTY10 万ライセンスの販売についてみると、第 1 に、SF 社から

KT 社への CRYPTY10 万ライセンスの転売時に、C4T が約 99%を出資している CMS ファンドを通じて還流し

た C4T の約 3 億円の自己資金が充当されていると考えられる点、第 2 に、CRYPTY10 万ライセンスのうち 6

万 8800 ライセンスがAJ社によって買い集められ、AJ社においてCRYPTY6万 8800 ライセンスを利用した事

業の実態がなく、AJ 社の CRYPTY6 万 8800 ライセンスの購入資金がC4T の自己資金から提供されていると

考えられる点を考慮すると、平成 18 年 3 月期における C4T から SF 社宛の CRYPTY10 万ライセンスの販売

取引の実在性に疑義があり、CRYPTY10 万ライセンスの販売に係る売上計上を取り消すことが妥当であると

考えられる。 
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なお、C4T から SF 社に対して販売された C4Custom SDK 及び利用無制限ライセンス等（70 百万円）につ

いては、SF 社はこれを事務機器に組み込み事業展開を図る目的で取得し、同社にてソフトウェア資産として

計上されているとのことであったため、実態のある販売取引として、売上計上の取消しを要しないものと考えら

れるが、前述の CRYPTY ライセンスと同様、C4T から平成 18 年 4 月 17 日に納品物が出荷されていることか

ら、平成 19 年 3 月期の売上として計上することが妥当と考えられる。 

また、C4Tは SF社宛のCRYPTY ライセンス等の売上に関して、C4Tの営業販売子会社である㈱シーフォ

ーセールスサポート（旧㈱セーフリード）に対し、平成 18 年 3 月 31 日に販売手数料（61 百万円）を計上して

いるが、これらについても上記出荷事実に基づき、平成 19 年 3 月期の費用として処理することが妥当と考え

られる。 
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2. 平成 19 年 3 月期における PA開発等の業務委託取引 

 

C4T

TI社AJ社

CA社

【④資金送金：203百万円】
平成19年3月30日 58百万円
平成19年4月27日 48百万円
平成19年5月31日 50百万円
平成19年7月2日 47百万円

【④取引内容】
C4Tの売上明細
PA開発関連136百万円
PAシステム開発一式 30百万円
PA携帯電話エントリーシステム開発 45百万円
PA個人情報データ/写真暗号化システム開発 25百万円
PA写真データ電子透かしエンコードシステム開発 36百万円

ライセンス売買関連：54百万円
C4CS Lite SDK/ライセンス 30百万円
acuagraphy SDK/ライセンス 24百万円

送金額の一部に別件業務開発売上含む

④①

【①資金送金：294百万円】
平成19年2月26日 294百万円（税込）

【①取引内容】
C4Tの仕入明細
地紋用モジュール 42百万円
NN(MP3)用モジュール 58百万円
PA開発一式 180百万円

【③資金送金：170百万円】
平成19年2月28日 90百万円
平成19年2月28日 80百万円

【③取引内容】
資金移動（TI社破産管財記録より）

③

【②資金送金：180百万円】
平成19年2月26日 180百万円

【②取引内容】
PA開発委託費用

②

C4Tの会計処理
■平成19年3月期
売上高 190百万円
売上原価 180百万円
売上総利益 10百万円

ソフトウェア資産100百万円
・地紋用モジュール 42百万円
・NN（MP3)用モジュール 58百万円

■平成21年3月期
ソフトウェア資産100百万円の未償却残高全額除却処理

C4T

TI社AJ社

CA社

【④資金送金：203百万円】
平成19年3月30日 58百万円
平成19年4月27日 48百万円
平成19年5月31日 50百万円
平成19年7月2日 47百万円

【④取引内容】
C4Tの売上明細
PA開発関連136百万円
PAシステム開発一式 30百万円
PA携帯電話エントリーシステム開発 45百万円
PA個人情報データ/写真暗号化システム開発 25百万円
PA写真データ電子透かしエンコードシステム開発 36百万円

ライセンス売買関連：54百万円
C4CS Lite SDK/ライセンス 30百万円
acuagraphy SDK/ライセンス 24百万円

送金額の一部に別件業務開発売上含む

④①

【①資金送金：294百万円】
平成19年2月26日 294百万円（税込）

【①取引内容】
C4Tの仕入明細
地紋用モジュール 42百万円
NN(MP3)用モジュール 58百万円
PA開発一式 180百万円

【③資金送金：170百万円】
平成19年2月28日 90百万円
平成19年2月28日 80百万円

【③取引内容】
資金移動（TI社破産管財記録より）

③

【②資金送金：180百万円】
平成19年2月26日 180百万円

【②取引内容】
PA開発委託費用

②

C4Tの会計処理
■平成19年3月期
売上高 190百万円
売上原価 180百万円
売上総利益 10百万円

ソフトウェア資産100百万円
・地紋用モジュール 42百万円
・NN（MP3)用モジュール 58百万円

■平成21年3月期
ソフトウェア資産100百万円の未償却残高全額除却処理
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ｱ 平成 19 年 3 月期における PA開発等の業務委託取引の概要 

平成 19 年 3月期における PA開発等の業務委託取引の名目的な取引内容は、TI 社が行っていた PA事

業5に利用されるソフトウェア開発について、システム開発全般の受託及びこれにC4Tの保有する暗号技術を

付加したソフトウェア一式をTI社に納入するものであり、これに併せてC4Tは、PA開発とは別の開発案件（地

紋用モジュール及びNN用（MP3）モジュールの開発）についても同時に開発委託先であるAJ社に開発委託

した。 

C4T は、この取引内容に従って、平成 19 年 3 月期に TI 社宛に PA 開発及びライセンス売上高 190 百万

円を計上し、AJ社宛にPA開発委託費用として売上原価180百万円を計上し、地紋用モジュール開発42百

万円、NN（MP3）用モジュール開発 58 百万円の合計 100 百万円をソフトウェアとして資産計上している。 

なお、C4T は、資産計上した地紋用モジュール及び NN（MP3）用モジュールについて、平成 21 年 3 月期

において、事業供与の実態が認められなかったため、未償却残高の全額を減損処理した。 

 

ｲ 調査の内容 

当委員会の調査によって得られた内容は、以下のとおりである。 

 

PA 開発 

三住氏によれば、CA社及びTI社における取締役の兼務状況（CA社：代表取締役ES氏、取締役JG氏。

TI 社：代表取締役 JG 氏、取締役 ES 氏）に鑑みると、TI 社から CA 社に対して直接的に外注委託すると、利

益相反取引に抵触する恐れがあったため、TI 社からの依頼によって、C4T が介在した取引とのことである。

C4T は、PA 本体の開発は一切行わず、C4T の暗号技術を同製品に一部組み込む作業を予定していたとの

ことであった。また、CA 社及び TI 社間の取引関係をさらに希薄化させることを企図し、AJ 社を介在させたと

のことであった。AJ 社及びCA社間は形式的には契約が存在するが、実態として、AJ 社から CA社に対する

開発委託に基づいた CA社の開発実績はないとのことである。 

 

一方、野口氏及び当時の開発担当者6によれば、PA 開発以外の開発案件に従事した記憶はあるが、PA

開発に従事した明確な記憶はないとのことである。野口氏自身が平成 18 年 12 月 14 日付で AJ 社に対する

PA 開発委託（180 百万円）の稟議書を作成しているものの、その内容を覚えておらず、三住氏の指示に基づ

き当該稟議書を作成した可能性があるとのことである。 

さらに、C4T開発担当者によれば、C4Tに残っているPA開発関連のソフトウェア（開発仕様書）については、

C4T が開発した他のソフトウェアと仕様が異なっており、TI 社が制作した可能性があるとのことであった。 

 

 

 

                                                  
5 PA 事業は、登録会員に対して写真のプリントサービスを無料で提供し、その写真プリントの一部に広告を入れることに

より、広告収入を得るビジネスモデルである。 
6 平成 19 年 3月期の原価計算において、PA開発に原価集計されている開発担当者によれば、当該開発担当者は、本

件開発業務に一切従事していないとのことである。 
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地紋用モジュール及び NN（MP3）用モジュールの開発 

三住氏によれば、これら 2案件について明確な記憶がなく、AJ 社の事業内容を考慮すれば、AJ 社に当該

開発を委託することは想定できないとのことであった。 

また、C4T 開発担当者によれば、地紋用モジュール及び NN 用モジュールのいずれも C4T 内部で制作し

ており、AJ 社へ開発委託することはないとのことである。 

さらに、野口氏によれば、野口氏自身が平成 18 年 5 月 15 日、平成 18 年 8 月 14 日付で AJ 社に対して

地紋用モジュール及び NN 用モジュールの開発を委託する旨（42 百万円、58 百万円）の稟議書を作成して

いるものの、内容を記憶しておらず、三住氏の指示に基づき稟議書を作成した可能性があるとのことであり、

野口氏は AJ 社の代表取締役（LE 氏）と面識がなく、AJ 社担当者と当該 2 案件についての開発内容の調整

を行ったこともないとのことである。 

 

資金移動 

PA 開発、地紋用モジュール開発及び NN（MP3）用モジュール開発の業務委託取引に関する資金移動状

況は、C4T から AJ 社へ平成 19 年 2 月 26 日に 294 百万円（地紋用 42 百万円、NN用 58 百万円、PA開発

180 百万円）が開発委託費として支払われ、同日に AJ 社から CA 社に対して 180 百万円が開発委託費とし

て支払われている。さらに、TI 社の破産事件記録（東京地方裁判所平成 21 年（フ）第 956 号、平成 21 年 1

月 28 日破産手続開始決定、平成 21 年 8 月 13 日破産手続終結）によれば、同月 28 日付で CA 社から TI

社に対して 170 百万円が送金されている。 

一方、TI 社から C4T に対する開発委託費の支払は、CA社から TI 社へ資金送金された日以降の平成 19

年 3月 30日に 58百万円、平成 19年 4月 27日に 48百万円、平成 19年 5月 31日に 50百万円、平成 19

年 7 月 2日に 47 百万円と 4 回に分割してなされている。 

 

ｳ. 検討 

PA開発業務は、本来ならば、TI社からCA社に対する開発業務として両社間で完結すべきものであるが、

TI 社での諸事情により、C4T、AJ 社の両者を介在させた取引とのことである。また、前述のとおり、開発業務

の実在性に疑義があり、且つ、資金の循環を考察するに、TI社からC4Tに支払われた開発業務対価の原資

は、C4T が AJ 社に支払った開発委託資金が還流していると考えられる。従って、C4T と TI 社間の PA 開発

業務取引の実在性に疑義があり、売上を取り消すことが妥当であると考えられる。 

また、地紋用モジュール及び NN 用モジュールについても、C4T 内部で開発行為が完結するものであり、

稟議書等の信用性に疑義があり、AJ 社での開発実態がないことに鑑みれば、C4T の AJ 社に対する開発委

託取引が仮装されていると考えられる。 
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3. 平成 20 年 3 月期における VA社への画像圧縮及び伸張エンジン等の仕入代金の前払い取引 

 

C4T VA社 AJ社

①

【①資金送金：205百万円】
平成19年4月25日 115百万円
平成19年6月11日 90百万円

【①②取引内容】
合計196百万円（税抜）

C4Tの仕入明細
画像圧縮・伸張エンジン仕入（前払）

なお、支払稟議書のほかに、AJ社宛の迂回送金依頼文書をVA社より入手

②

【②資金送金：205百万円】
平成19年4月25日 115百万円
平成19年6月12日 90百万円

C4Tの会計処理
■平成20年3月期
前払費用 115百万円
前払費用 90百万円
合計 205百万円

平成19年9月 製品勘定に振替
平成19年12月 全額製品評価損計上

C4T VA社 AJ社

①

【①資金送金：205百万円】
平成19年4月25日 115百万円
平成19年6月11日 90百万円

【①②取引内容】
合計196百万円（税抜）

C4Tの仕入明細
画像圧縮・伸張エンジン仕入（前払）

なお、支払稟議書のほかに、AJ社宛の迂回送金依頼文書をVA社より入手

②

【②資金送金：205百万円】
平成19年4月25日 115百万円
平成19年6月12日 90百万円

C4Tの会計処理
■平成20年3月期
前払費用 115百万円
前払費用 90百万円
合計 205百万円

平成19年9月 製品勘定に振替
平成19年12月 全額製品評価損計上

 

ｱ. 平成 20 年 3 月期における VA社への画像圧縮及び伸張エンジン等の仕入代金の前払い取引の概要 

VA社への画像圧縮及び伸張エンジン等の仕入代金の前払い取引の名目的な取引内容は、CP社の関連

子会社である SI グループ社が公共事業向けのシステムを受注するに際して、C4T、VA 社及び AJ 社の 3 社

連合で SI グループ社に画像圧縮システムを販売することを企図して行われたものである。 

具体的には、SI グループ社が地方自治体に販売する固定資産税管理システムに、VA 社がもつ公図の画

像圧縮技術を組み込み、さらにC4Tのセキュリティ技術を組み込むという案件であり、AJ 社が VA社より画像

圧縮関連のライセンスを買取り後、C4T にこれを販売し、C4T が暗号技術を組み込んで、SI グループ社に販

売するという商流を想定していたとのことである。 

C4Tは、この取引内容に従って、平成19年 4月及び6月において、VA社宛に画像圧縮及び伸張エンジ

ン等の仕入代金の前払分として合計 205 百万円を支払い、これを前払費用として計上し、平成 19 年 9 月に

全額を製品に振替後、平成 19 年 12 月にその全額を損失処理している7。 

                                                  
7  C4T担当者によれば、三住氏よりアスカ監査法人に対し、画像圧縮システムが存在し、同製品のCD-ROMが動作す
ることを示したため、平成 19年 9月末日付で製品勘定へ振替えたとのことであるが、当委員会の調査によれば、これら製

品の所在を確認することができなかった。また、C4T は、アスカ監査法人の指導により、同製品について、平成 19 年 12

月末日付で販売可能性に疑義があることから、その全額を損失処理したとのことである。 
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ｲ. 調査内容 

当委員会の調査によれば、C4TからVA社、AJ社への資金の迂回送金の目的について、取引関係者の主

張が相違しており、また、VA 社に対する仕入代金の前払いとしての取引の実在性に疑義を生じさせる内容

の文書（振替送金依頼証書）が存在する。 

 

関係者の主張 

三住氏によれば、C4Tは、C4T、VA社及びAJ社の3社連合で、SIグループ社から受注を獲得するに際し

て、VA 社の画像圧縮技術のライセンスの取得を意図していたことに加え、当時、AJ 社が IT に関する各種の

ライセンスを集めてビジネス（セキュリティ製品を扱う ASP サービス事業）を展開することを企図していたため、

当該各種ライセンスの取得資金を AJ 社に提供することを意図していたとのことであった。なお、本件送金日

時点において、C4Tは AJ社に対して別途 164百万円の貸付（平成 19年 2月）を実行しており、追加の貸付

を行うことができないため、迂回送金を実行したとのことである。 

一方、VA社代表取締役であるXG氏によれば、VA社からC4Tに対して成果物等の納品を行った事実は

一切ないとのことであり、また当該送金から半年経過後（平成19年年末から平成20年年始頃）、三住氏が売

買契約書のドラフト8（平成 19 年 4 月 25 日付、平成 19 年 6 月 11 日付）を持参し、XG 氏は三住氏から売買

契約書に押印するよう依頼を受けたが、開発行為自体が事実無根であることから押印を拒否したとのことであ

った。 

 

振替送金依頼証書 

平成 19年 6月 11日付振替送金依頼証書には、C4Tから VA社に対して、平成 19年 6月 12日に AJ社

に 90 百万円を送金することを依頼する内容が記載され、C4T 側の特殊事情によって AJ 社に送金すべき金

銭が存在するが、C4T 内で AJ 社のアカウントを開けないため、VA 社に一旦送金後、直ちに AJ 社に送金し

て欲しい旨が記載されている。 

この点、三住氏の主張するような C4T、AJ 社及び VA 社の 3 社連合による開発案件に係る開発資金の送

金であることを示唆する文言の記載がなく、また、当該支出に関するC4T内の稟議書では、VA社からのシス

テム（画像圧縮及び伸張エンジン）購入である旨の内容が記載されているが、AJ 社への送金に関して一切触

れられていない。 

なお、当該送金依頼証書については、三住氏及び若月氏によれば AJ 社もしくは VA 社が作成したと主張

しているものの、XG氏によれば、若月氏が作成し持参したとのことであり、意見の相違が見られる。 

また、三住氏及び若月氏によれば、送金依頼についても AJ 社代表取締役である LE 氏から、開発用の資

金が必要であり、可及的速やかに送金して欲しい旨の依頼によるものであったとの主張であるが、一方、XG

氏によれば、C4Tから、当初AJ社に対し 60万円程度の送金を依頼すると聞いていたが、1回目の送金額が

115 百万円と多額であったため、C4T に対し返金を申し出たものの、C4T からの執拗な送金依頼により、AJ

社に対し送金したとの主張であり、意見の相違が見られる。 

 

                                                  
8 一方、三住氏、若月氏によれば、売買契約書のドラフトを VA社側に平成 19 年 4月頃に提示しているとのことであった

が、誰に提示したかの明確な回答を得ていない。 
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成果物 

野口氏によれば、VA 社の画像圧縮技術の評価のため、VA 社を訪問した記憶はあるが、画像圧縮及び伸

張エンジン等の成果物を検収した記憶はないとのことであった。 

また、当委員会は、VA社の画像圧縮及び伸張エンジン等が成果物としてC4Tに納品されているかについ

て C4T担当者にヒアリングしたが、当該成果物は存在しないとのことであった。 

 

ｳ. 検討 

C4T が VA 社の画像圧縮及び伸張エンジン等の開発委託費用の前払分と主張する VA 社を経由した AJ

社名義の口座宛の送金については、開発委託実績、成果物の納入、検収事実を証明する資料が当委員会

に一切提示されておらず、また、稟議書と送金依頼内容の齟齬、関係者へのヒアリング結果を勘案すると、開

発行為の実在性に疑義があると考えられる。従って、205 百万円の送金を基礎付ける取引は、開発委託業務

ではなく、AJ 社に対する資金送金そのものを意図した取引と解することが妥当であり、「画像圧縮伸張エンジ

ン」の仕入取引については、実在性に疑いがあり、取消しが妥当と考えられる。 

 

4. AJ 社に対する債権について 

ｱ. AJ 社に対する貸付の概要 

AJ社からの事業資金の融資依頼に基づき、C4Tは、平成19年 2月 5日に下記条件によりAJ社に対し貸付

を実行した。 

（金銭消費貸借契約書より） 

貸 付 額 ：164 百万円 

貸 付 日 ：平成 19 年 2月 5 日 

返済期日 ：平成 19 年 4 月 27 日 

利 率 ：2.625% 

その後、平成19年 4月 2日付覚書にて返済期日が一括返済から分割返済（8回分割、平成19年 5月 31

日から平成 19 年 12 月 28 日）に変更された。 

当該貸付に際して、AJ 社より C4T 宛に平成 19 年 2 月 1 日付の「事業資金ご融資のお願い」という書面が

提示されており、当書面で、C4T と協業で進めている C4T 製品をベースとした中小企業向けサービス、地図

及びスキャニング画像データとの連繋の事業（具体的な案件として、KN社（日本商工会議所会員へのサービ

ス化）、CP 社（地方自治体での製品利用、地図との連繋）、XN 社（中小企業へのアプライアンス展開））につ

いての事業資金が不足しているため、資金支援を依頼したものであり、返済原資として、当該事業の売上代

金及び金融機関からの借入を予定している旨記載されている。 

当該貸付について、C4Tは、AJ社から平成 19年 6月 29日に分割返済 1回分 20百万円と利息の一部 1

百万円を回収したが、その後、AJ 社からの回収が遅延した。 

 

平成 19 年 6 月の第 1 四半期決算を担当したあずさ監査法人に対するヒアリングによれば、回収遅延の原

因について、三住氏より、AJ社においてCP社関連事業が遅延しており、当該事業に係る売上代金の入金を

もって、平成 19 年 11 月頃を目途に返済ができる旨の説明を受けており、当該状況の展開を確認のうえ、引



 

 21

当金計上を指導する予定であったとのことであった。 

あずさ監査法人が当委員会に対して開示した AJ 社が C4T へ提出した第 1 回目の確約書（平成 19 年 6

月 29 日付）によれば、平成 19年 9月末までの分割返済での未返済分（80 百万円）及び利息を平成 19年 9

月末までに支払う旨記載されている9。 

さらに、平成 19 年 11 月 12 日付で第 2 回目の確約書が作成されており、その中で、平成 19 年 12 月 28

日から平成 20 年 3 月 31 日にかけて借入元本 144 百万円と借入利息 3 百万円の分割返済を行う旨が記載

されており、アスカ監査法人10は、上述と同様の遅延理由の説明を受けたことから、第 3四半期での回収状況

を確認のうえ、引当金の計上要否を判断したようである。 

C4T は、アスカ監査法人との協議に基づき、第 3 四半期 3 ヶ月の回収状況を観察した結果、AJ 社からの

回収実績がないため、第 3四半期（平成 19 年 12 月）に債権残高 144 百万円の 50%を、さらに、平成 20 年 3

月期本決算において 100%の貸倒引当金を計上した。 

 

ｲ. 検討 

平成 19 年 9 月現在における回収遅延の事実に着目し、また、「Ⅴ.3.平成 20 年 3 月期における VA 社へ

の画像圧縮・伸張エンジン等の仕入代金の前払い取引」に記載した VA 社を経由した迂回送金の事実に鑑

みれば、C4T が AJ 社から回収した貸付金の一部（20 百万円）は VA社に対する迂回送金による資金を原資

としていると考えられ、C4TのAJ社に対する貸付金の回収可能性に疑義が生じないように貸付金の回収を仮

装したものと考えられる。 

このように、平成20年3月期中間決算（平成19年9月）において、より保守的、厳格に貸倒引当金の計上

額を見積もることを要する事象が確認された点を鑑み、C4T の AJ 社に対する貸付金残高 144 百万円に対し

ては、100%の貸倒引当金を計上することが妥当と考えられる。 

 

                                                  
9 当該第 1回目の確約書については、調査日現在、C4T 内で所在が不明であり、第 2回目の確約書のみC4T より受領

している。 
10 アスカ監査法人は、平成 20 年 3月期の中間決算（平成 19 年 9月）から、会計監査人に就任している。 
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5.CMS ファンドを介した資金取引 

C4T納品書控より
④ ZD社 H17/9/15納品
「C4Custom携帯限定ライセンス」15百万円
ZD社 H17/12/22納品

「C4CS Lite SDK無制限ライセンス」30百万円

C4T納品書控より
① PI社 H17/12/26納品
「ezSecurityClient1200ライセンス」10百万円
② WA社 H17/12/26納品
「ezSecurityClient1200ライセンス」10百万円
SJ社 H17/12/26納品

「ezSecurityClient1200ライセンス」10百万円
DG社 H17/12/16納品

「ezSecurityClient5300ライセンス」30百万円
CM社 H17/12/22納品

「ezSecurityClient1100ライセンス」9百万円

PI社宛請求書より
③ WA社 H18/3/31請求
「ezSecurityClient1100ライセンス」10百万円
SJ社 H18/3/31請求

「ezSecurityClient1200ライセンス」10百万円
DG社 H18/3/31請求

「ezSecurityClient5300ライセンス」30百万円
CM社 H18/3/31請求

「ezSecurityClient1200ライセンス」11百万円

C4T MS社 CMSファンド CK社

ZD社PI社 IN社

WA社等4社
（注2）

CS社

③
Ｈ18/4/21
「ezSecurityClient
ライセンス」
売上代金71

Ｈ18/3月頃
100

Ｈ18/2/15
出資550

Ｈ18/3月頃
出資450

Ｈ18/5/23
下記に伴う代金185

下記貸付債権の貸主変更

Ｈ18/4/21
貸付75

Ｈ18/3/30
貸付45

Ｈ18/3/30
貸付30

④
Ｈ18/3/31
「C4Custom
ライセンス」
上代金45

Ｈ18/3/31
貸付金
（H17/6発生）
返済29

①
Ｈ18/4/24
「ezSecurityClientライセンス」
売上代金１０

②
Ｈ18/4/24～25
「ezSecurityClientライセンス」
売上代金計60

（注2）WA社、SJ社、DG社及びCM社である。

（注1）WA社等4社、及びZD社が、ライセンスの期末における保有者である。

金額単位：百万円5-① 平成18年3月期売上に係る資金の流れ

Ｈ18/4/24
右返品に係る
返金１１

C4T納品書控より
④ ZD社 H17/9/15納品
「C4Custom携帯限定ライセンス」15百万円
ZD社 H17/12/22納品

「C4CS Lite SDK無制限ライセンス」30百万円

C4T納品書控より
① PI社 H17/12/26納品
「ezSecurityClient1200ライセンス」10百万円
② WA社 H17/12/26納品
「ezSecurityClient1200ライセンス」10百万円
SJ社 H17/12/26納品

「ezSecurityClient1200ライセンス」10百万円
DG社 H17/12/16納品

「ezSecurityClient5300ライセンス」30百万円
CM社 H17/12/22納品

「ezSecurityClient1100ライセンス」9百万円

PI社宛請求書より
③ WA社 H18/3/31請求
「ezSecurityClient1100ライセンス」10百万円
SJ社 H18/3/31請求

「ezSecurityClient1200ライセンス」10百万円
DG社 H18/3/31請求

「ezSecurityClient5300ライセンス」30百万円
CM社 H18/3/31請求

「ezSecurityClient1200ライセンス」11百万円

C4T MS社 CMSファンド CK社

ZD社PI社 IN社

WA社等4社
（注2）

CS社

③
Ｈ18/4/21
「ezSecurityClient
ライセンス」
売上代金71

Ｈ18/3月頃
100

Ｈ18/2/15
出資550

Ｈ18/3月頃
出資450

Ｈ18/5/23
下記に伴う代金185

下記貸付債権の貸主変更

Ｈ18/4/21
貸付75

Ｈ18/3/30
貸付45

Ｈ18/3/30
貸付30

④
Ｈ18/3/31
「C4Custom
ライセンス」
上代金45

Ｈ18/3/31
貸付金
（H17/6発生）
返済29

①
Ｈ18/4/24
「ezSecurityClientライセンス」
売上代金１０

②
Ｈ18/4/24～25
「ezSecurityClientライセンス」
売上代金計60

（注2）WA社、SJ社、DG社及びCM社である。

（注1）WA社等4社、及びZD社が、ライセンスの期末における保有者である。

金額単位：百万円5-① 平成18年3月期売上に係る資金の流れ

Ｈ18/4/24
右返品に係る
返金１１
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金額単位：百万円5-② 平成１９年３月期の資金の流れ

PA社請求書控より
① RS社 H18/8/31請求
「セキュアボックスサービス」84百万円

C4T総合振込支払表（H19/3/1）より
② ZD社 「画像チェックモジュール開発委託」47百万円

ZD社、TP社間売買契約書より
③ ZD社、TP社 H18/5/31契約日
「C４CustomSDK及びライセンス一式」

RS社（注1）

Ｈ18/9/28
RS社株式購入95

②
H19/3/1
「画像チェック
モジュール開
発委託」
仕入代金47

MW社

③
H18/6月
「C4Customライ
センス」
仕入代金47H19/3/1

右に係る
代金返金
47

C4T（注1） CMSファンド CK社

ZD社PA社 IN社

MP社

Ｈ18/9月末
解散による払戻550弱

Ｈ18/9/29
返済76

Ｈ18/6/21
返済45

Ｈ18/5/12
返済30

Ｈ18/5/12
貸付30

Ｈ18/5/10
社債引受150

Ｈ18/5/12
175

Ｈ18/5/23
貸し換えに伴う代金185

TP社

①
Ｈ18/9 / 28
「セキュアボックス
サービス」
仕入代金84

（注1）C4T及びRS社が、ライセンスの期末における保有者である。

金額単位：百万円5-② 平成１９年３月期の資金の流れ

PA社請求書控より
① RS社 H18/8/31請求
「セキュアボックスサービス」84百万円

C4T総合振込支払表（H19/3/1）より
② ZD社 「画像チェックモジュール開発委託」47百万円

ZD社、TP社間売買契約書より
③ ZD社、TP社 H18/5/31契約日
「C４CustomSDK及びライセンス一式」

RS社（注1）

Ｈ18/9/28
RS社株式購入95

②
H19/3/1
「画像チェック
モジュール開
発委託」
仕入代金47

MW社

③
H18/6月
「C4Customライ
センス」
仕入代金47H19/3/1

右に係る
代金返金
47

C4T（注1） CMSファンド CK社

ZD社PA社 IN社

MP社

Ｈ18/9月末
解散による払戻550弱

Ｈ18/9/29
返済76

Ｈ18/6/21
返済45

Ｈ18/5/12
返済30

Ｈ18/5/12
貸付30

Ｈ18/5/10
社債引受150

Ｈ18/5/12
175

Ｈ18/5/23
貸し換えに伴う代金185

TP社

①
Ｈ18/9 / 28
「セキュアボックス
サービス」
仕入代金84

（注1）C4T及びRS社が、ライセンスの期末における保有者である。
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ｱ. C4T の CMS ファンドへの出資、及び CMS ファンドの解散に係る処理について 

（ⅰ）調査の内容 

関係者に対するヒアリング及び証憑類の閲覧により得られた内容は、以下のとおりである。 

 

C4T の CMS ファンドへの出資の経緯、及び CMS ファンドの取引先に対する資金貸付の経緯 

CMS ファンドは、MS 社の代表取締役であり C4T の営業顧問をしていた LS 氏と、JS 氏が中心となって設

立したファンドであり、LS 氏の顧客である将来有望な新興企業に対し投資することが設立目的であった。 

CMS ファンドは、平成 18 年 3 月頃に一旦組成された可能性があることから、平成 18 年 3月 27 日付けで

三菱東京UFJ銀行西新宿支店にCMSファンド名義の口座が開設された。一方、平成 18年 5月 16日付け

で、投資事業組合契約が締結されている。当該平成 18 年 5 月 16 日付け投資事業組合契約の内容は、以

下のとおりである。但し、CMS ファンドは平成 18 年 9 月 30 日に清算された。 

設 立 ： 平成 18 年 5 月 16 日 

業務執行組合員 ： MS 社 

出 資 額 ： C4T 550 百万円、MS 社 2 百万円、MO社 2 百万円 

法 的 形 式 ： 民法上の任意組合 

 

C4Tの CMS ファンドへの出資については、平成 18年 2月 15日のC4T取締役会で機関決定されている

が、上記機関決定日である平成 18 年 2 月 15 日に、C4T から MS 社に対し 550 百万円が送金されており、

さらに、平成 18 年 3 月 27 日に MS 社名義の口座から CMS ファンド名義の口座に 450 百万円が送金され

た。さらに、CMS ファンドから、平成 18年 3月 30日に ZD社に 45百万円、IN社に対し 30百万円、平成 18

年 4 月に PI 社に対し 75 百万円、計 150 百万円が送金された。 

 

即ち、CMSファンドは、ZD社、IN社及びPI社に貸付けを実行したが、三住氏へのヒアリングによれば、そ

の貸付理由は以下のとおりであった。 

・ C4T は平成 18 年 2 月 15 日に、MS 社にファンド設立の準備資金として 550 百万円を送金したものの、

設立まで 2 カ月以上かかりそうであると聞いて、多額の資金を遊ばせておくのはもったいないと思った。 

・ 貸付金の使途は、平成 18 年 3 月期中に発生した売掛債権及び貸付債権で回収可能性に疑義があるも

のについて、あずさ監査法人から指摘を受けることにより貸倒引当金を計上することを回避するため、当

該売掛債権及び貸付債権の弁済に充当させるため、当該売掛債権及び貸付債権に係る債務者に貸し

付けたものであった。 

 

一方、当時の担当監査法人であったあずさ監査法人によれば、C4T から、CMS ファンドの組成に関し事

前に相談はなく、C4T から CMS ファンドに資金が既に送金されていたことについては、平成 18 年 3 月の時

点では C4T から全く知らされていなかったとのことであった。 

 

平成 18 年 4 月下旬頃、あずさ監査法人の期末監査が行われ、C4T の CMS ファンドに対する当該出資

金 550 百万円の会計処理が検討された。あずさ監査法人は、「CMS投資事業組合 投資目論見書」を入手

の上、C4T から、CMS ファンドの運用が平成 18 年 3 月から開始される予定であり、また申込期間が平成 18
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年2月中であったため、平成18年 2月に 550百万円を支出したが、「CMS投資事業組合 任意組合契約」

の締結が平成 18 年 5 月になるとの説明を受けた。よって、平成 18 年 3 月末現在では C4T が当該組合を

支配している事実関係は認められないため、C4T は CMS ファンドを連結対象とはせず、平成 18 年 5 月に

組合契約が締結されること等を鑑み、当該出資金につき投資有価証券勘定で表示することで、あずさ監査

法人と C4T は合意した。 

なお、あずさ監査法人が当該出資金につき期末評価替えの検討を行う目的で入手した平成18年3月31

日現在のCMSファンドの貸借対照表によれば、CMSファンドの資産は現金預金のみ（550百万円）と記載さ

れていた。上述のとおり、平成 18 年 3 月末に CMS ファンドから ZD 社、IN 社及び他 1 社（35 百万円）に対

して計110百万円が貸付実行されていたことから、CMSファンドの資産としての現金預金は550百万円では

なく 440 百万円であったはずであるから、C4T はあずさ監査法人に対して虚偽の貸借対照表を提供してい

たこととなる（JS 氏によれば、この貸借対照表は CS 社が作成し、JS 氏と LS 氏が内容を確認し、C4T に提供

されたものとのことである）。 

 

その後、CMS ファンドを貸主とし、ZD 社、IN 社及び PI 社を借主とする金銭消費貸借契約は、CK 社を貸

主とする金銭消費貸借契約へと差し替えられ（CK 社との契約日は、CMS ファンドとの契約日と同一とされて

いる）、その際利率が 9％台から 5％台に変更された。それに伴い、平成 18 年 5 月 23 日に CK社から CMS

ファンドに対し185百万円が送金された（CK社がCMSファンドに対し有する上記金銭消費貸借契約に基づ

く借入債務 185 百万円の返済原資は、MP 社が発行し C4T が引き受けた社債 150 百万円の資金がMP社

から CK 社に送金されたものであると考えられる）。三住氏、LS 氏及び JS 氏によれば、CMS ファンドの正式

組成前に ZD社、IN 社及び PI 社に対して貸付実行したことについて、CMS ファンド内で正規の審査手続を

履行しておらず妥当でないと考えたため、貸主をCK社とする金銭消費貸借契約に差し替えることとなったと

のことである。 

 

CMS ファンドの投資及び融資の実行について 

 CMSファンドは、組合契約締結日である平成18年5月16日の後、以下の投資及び貸付を実行している。 

・ B S 社  貸付金 200 百万円（利率 5%）平成 18 年 6 月 7 日 

・ PI１号ファンド  出資金 100 百万円 平成 18 年 5 月 24 日 

・ P S フ ァ ン ド  出資金 100 百万円 平成 18 年 5 月 17 日 

・ V D 社  株 式 5.6 百万円 平成 18 年 7 月 20 日 

・ V D 社  貸付金 46 百万円（利率 5%）平成 18 年 7 月 5 日 

 

これらの投資先及び貸付先は主に JS 氏と人的つながりがある。例えば、BS 社は JS 氏と大学時代の同級

生であるLX氏が代表取締役を務める会社であり、PSファンドの業務執行組合員はJS氏が取締役（平成 19

年 11 月に取締役を退任。なお、JS 氏は、MP 社の代表取締役に平成 19 年 1 月から平成 19 年 11 月まで

就任していた）を務めていたMP社であった（なお、BS社から先の資金移動については、「平成 18年 3月期

における SF 社宛て CRYPTY U/S ライセンス等の販売取引の概要」をご参照頂きたい）。 
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CMS ファンドの清算時の処理について 

CMS ファンドは、平成 18年 9月 30日に解散し、清算手続を開始した。LS氏によれば、予定よりも資金が

集まらなかったこと、あずさ監査法人から C4T の CMS ファンドに対する出資関係の多寡により CMS ファンド

が C4T の連結子会社となる可能性があることを示唆されたこと、手続が大変だったことが解散理由であった

としている。 

CMSファンドの清算手続において、CMSファンドの上述の資産のうち、BS社宛貸付債権（元本部分のみ）

11、PI1 号ファンドの組合員たる地位及び VD 社株式は C4T に分配され、残余財産については換金及び回

収後に、出資者である C4T、MS 社及び MO社に現金分配された。清算分配書によれば、出資額計 554 百

万円に対し、分配額は計 553 百万円（現物分配分含む）であった。 

C4Tはその後、BS社宛貸付債権について平成 19年 1月に全額 BS社より回収し、PI1 号ファンド宛出資

金については平成 19 年 8 月に出資額 100 百万円で分配され、VD社株式については平成 19 年 9 月に売

却した。 

 

（ⅱ）検討 

C4T は、CMS ファンドに 550 百万円を出資することを取締役会で決議した平成 18 年 2 月 15 日同日に

MS 社名義の口座に 550 百万円を送金した。その後平成 18 年 3 月末から 4 月にかけて、C4T が約 99％を

出資する CMS ファンドから、ZD 社、IN 社及び PI 社に対して貸付金が送金されているが、その 1 乃至 3 日

後に、ZD 社、IN 社及び PI 社から C4T に対して、それぞれ当該貸付金とほぼ同額が、売掛債権及び貸付

債権の弁済金として送金されている。当該送金は、平成 18 年 3 月期決算の前に、C4T が売掛債権及び貸

付債権を回収する資金を、当該売掛債権及び貸付債権に係る債務者である取引先に提供することにより、

当該債権の回収資金として自己資金を使用することを企図して行われたものと思われる。即ち、C4T は、

CMS ファンドを利用して、自己資金を売掛債権及び貸付債権の回収資金として還流させることにより、平成

18 年 3 月期決算において、売掛債権及び貸付債権に対する引当を回避し、或いは売上を確定させ、それ

により平成 18 年 3 月期決算の黒字化を達成しようと企図していたものと推察される。 

 

CMSファンドからC4Tの売掛債権等の債務者に貸し付けられ、C4Tが売掛債権等を回収した後、三住氏

等 C4T 経営陣及び CMS ファンド関係者は、以下の方法により、C4T が自己資金によって売掛債権等を回

収した事実を隠蔽したと考えられる。 

・ CMS ファンドの正式組成までに他の大口出資者が出資をする可能性等があるため、平成 18 年 3

月末現在では C4T が当該組合を支配している事実関係は認められないとの理由により、平成 18

年 3月末現在のCMSファンドをC4Tの連結対象外としたこと。このことにより、CMSファンドの資産

負債が C4T の連結貸借対照表に反映されないこととなり、平成 18 年 3 月末に CMS ファンドから

C4T の売掛債権に係る債務者（ZD 社及び IN 社）に資金が貸し付けられていた事実について、外

部から見えにくくなったものと思われる。 

・ CMS ファンドの貸付債権に係る金銭消費貸借契約書につき、貸主を CMS ファンドから緊密取引

先である CK 社に変更し、また貸付日付を元の日付と同一とする金銭消費貸借契約書に差し替え

                                                  
11 なお、上記のうち BS 社宛貸付金については、当初返済期日が平成 18 年 9 月末であったが、期日延長により、元本

部分が C4T に現物分配された。 
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たこと。CMS ファンドの貸付債権について、当初より存在しないものとすることによって、CMS ファン

ドと貸付先との資金貸借関係が断ち切られ、C4T が自己資金によって売掛債権を回収していた事

実が隠蔽された。 

・ あずさ監査法人に対し、CMS ファンドの保有資産は現金預金のみであり、貸付金は存在しないと

いう、CMS ファンドの虚偽の貸借対照表を開示したこと。このことにより、平成 18 年 3 月末に、C4T

の自己資金がCMSファンドを通じてC4Tの売掛債権を回収するための資金として還流していた事

実が隠蔽された。 

・ CMS ファンドを貸主とし、ZD 社、IN 社及び PI 社を借主とする金銭消費貸借契約は、C4T の緊密

取引先である CK 社を貸主とする金銭消費貸借契約へと差し替えられ、その際 CK 社との契約日

はCMSファンドとの契約日と同一日とされた。 CK社が各社に対して貸付を行ったという形式を整

えたものであるが、これは、C4T が CMS ファンドへの約 99%の出資者であったことから、CMS ファン

ドが各社に貸し付けているという形式（即ち、各社が CMS ファンドに返済する形式）より、CK 社が

各社に貸し付けるという形式（即ち、各社が CK 社に返済する形式）の方が、CK 社という緩衝帯を

設けることによって、C4T が各社に自己資金を貸し付けるという実態（即ち、各社が C4T に返済す

るという実態）を隠蔽し、C4T と各社間の資金移動をより間接的にすることを意図したものであった

と考えられる。 

 

なお、平成 18 年 3 月末現在、C4T の CMS ファンドに対する出資金 550 百万円は、C4T の貸借対照表

上、投資有価証券勘定に計上されている。しかし、平成 18年 3月末時点において、事実上CMS ファンドの

正式な組合契約は締結されておらず、また CMS ファンドの資金使途は本来の投資事業にではなく売掛債

権及び貸付債権の弁済に利用されていることから、実質的にも投資事業組合が成立していたとは言い難い

と思われる。従って、当該投資有価証券勘定に計上された 550 百万円については、単に C4T から MS 社に

送金された取引と考えられるため、投資有価証券勘定ではなく仮払金勘定に計上することが妥当と考えら

れる。 

また、上述の通り、CMS ファンドは平成 18 年 3 月末において、事実上及び実質上、存在していないと考

えられることから、平成 18 年 3 月期における C4T の連結財務諸表上、CMS ファンドを C4T の連結対象と

することも不要と考えられる。 

 

ｲ. CMS ファンドが ZD 社、PI 社及び IN 社に貸し付けた取引について 

（ⅰ）概要 

当該取引は、C4T が約 99%出資する CMS ファンドから ZD 社、PI 社及び IN 社に対して貸し付けた資金

により、平成 18 年 3 月期に発生した C4T の売掛債権及び貸付債権を回収することで、売上の確定を図り、

あるいは貸付債権に係る引当の回避を図ったものと考えられる。 

 

（ⅱ）調査の内容 

関係者に対するヒアリング及び証憑類の閲覧により得られた内容は、以下のとおりである。 
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ZD 社関連取引について 

C4T は ZD 社に対し、平成 17 年 9 月に「C4Custom ライセンス」15 百万円を、平成 17 年 12 月に「C4CS 

Lite ライセンス」30百万円を販売し、平成 18年 3月末に、ZD社より C4Tにこれらの販売に係る代金入金が

あり、C4T はこれを売上計上した。しかしながら、その後 C4T は、平成 19 年 3 月に「C4Custom ライセンス」

及び「C4CS Lite ライセンス」（以下これらを「C4Custom ライセンス等」という）に係る開発物を、ZD社より同額

の 45 百万円で買い戻している。 

 

ZD 社関係者へのヒアリングによれば、取引経緯は、以下のとおりである。 

・ 平成17年9月のC4Tからの「C4Customライセンス」15百万円の購入及び平成17年12月のC4T

からの「C4CS Lite ライセンス」30百万円の購入については、ZD社がC4T より暗号エンジンを購入

し、これを加工・プロトタイプ化したシステムを TP 社に納品するという取引に係るものであった。 

・ ZD 社は C4T から C4Custom ライセンス等を購入した後、一部開発作業を進め、要件定義前の大

枠の開発を終えた。しかし、平成 18 年に入り TP 社の事情により納品できなくなり、平成 18 年 3月

末を返済期日とする C4T への支払資金の調達に苦慮していたところ、三住氏より CMS ファンドが

ZD 社に資金提供をする話があった。平成 18 年 3 月 30 日に CMS ファンドが ZD 社に 47 百万円

を送金し、それを原資として、ZD社はその翌日に、C4Tに対し、2回に分けて計 45 百万円の仕入

代金を支払った。 

・ ZD 社が一部開発作業を行っていた TP 社向けの開発物については、TP 社に販売することができ

なかった。ZD社としては、C4Tから仕入れたC4Customライセンス等の在庫を抱えることとなったが、

それはTP社の事情を原因とするものであったことから、一旦 TP社にC4Custom ライセンス等のみ

を買い取ってもらうこととなり、かかる名目で平成 18 年 6 月 20 日に TP 社から ZD 社に 47 百万円

が入金された。CMS ファンドからの借入債務については、債権者が CK 社に変更されたことから、

その翌日の平成 18 年 6 月 21 日に、ZD 社は CK 社に対して 45 百万円を返済した。 

・ しかしながら、TP社がC4Customライセンス等を保有することは経営上意味がなかったことから、平

成 19 年 3 月 1 日、TP 社から ZD 社に C4Custom ライセンス等が返還され、同日に 47 百万円が

ZD 社から TP 社に返金された。 

・ ZD社は再びC4Customライセンス等を在庫として抱えることとなったが、要件定義が完成する直前

まで作りかけていた開発物と組み合わせ、少し加工を加えて、C4Tに対して「画像チェックモジュー

ル」を販売し、平成 19 年 3 月 1 日に 47 百万円がその販売の代価として C4T から入金された。 

・ 以上の取引は、ZD 社の代表取締役である JJ 氏と TP 社とは直接の接触はなく、TP 社とのやりとり

は全て若月氏を通して行っていた。 

 

即ち、ZD 社は、平成 18 年 3 月末に、CMS ファンドからの借入資金によって C4T に対して C4Custom ラ

イセンス等の仕入代金を支払い、その後ZD社は、TP社に対しC4Customライセンス等を一時的に売り上げ、

その対価として TP社から平成 18年 6月 20日に入金された金員を原資として、平成 18年 6月 21日にCK

社に借入金を返済した。しかし、その後、TP 社に対して売り上げた C4Custom ライセンス等が ZD 社に返品

となったことから、C4T は、返品された C4Custom ライセンス等に係る開発物を ZD 社より買い取り、ZD 社に

仕入代金を支払った。その仕入代金を原資に、ZD社は TP社に対し C4Custom ライセンス等の返品代金を
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支払ったこととなる。 

一方、C4T では、平成 17 年 9 月に「C4Custom ライセンス」15 百万円、平成 17 年 12 月に「C4CS Lite ラ

イセンス」30 百万円を売上計上している。しかし、このうち後者については、あずさ監査法人の指導により、

販売取引の真正性が確認できないとの理由で、平成17年12月第3四半期で一旦売上が取り消されている。

その後、平成18年3月31日のZD社からの入金により、平成18年 3月期末で、売上計上が復活している。 

あずさ監査法人によれば、C4T の売上計上については、特に入金の有無を厳しくチェックしていたとのこと

であり、C4Custom ライセンス等計 45 百万円の販売については、入金があったことで売上計上を認めたとの

ことであった。 

 

一方、当委員会は TP 社関係者にもヒアリングを実施したが、それによれば取引経緯は以下のとおりであ

る。 

・ 当該取引は C4Custom ライセンス等を、ZD 社から TP 社を通して IN 社に販売する取引であり、商

品現物は ZD 社から IN 社に直送されるものであった。TP 社は平成 18 年 6 月に ZD 社に 47 百万

円を前払いし、半年後の平成18年 11月 28日に ZD社から納品書が届いたため、TP社では売上

と仕入を同時に計上した。 

・ ところが、平成 19年 2月 27日に、若月氏より「商品に瑕疵があり補修困難」との連絡があり、TP社

はその旨を IN 社に文書で伝え、TP 社でも売上及び仕入計上を取り消し、その後平成 19 年 3 月

に ZD 社から TP 社に 47 百万円が返金された。 

・ 当該取引は、主に、TP 社の前取締役であった若月氏を仲介者として行われた。 

 

即ち、TP 社によれば、平成 18 年 6 月 20 日における ZD 社への送金については、C4Custom ライセンス

等仕入の前払金として送金したものであり、また、ライセンスに係る現物はZD社から IN社に直送される予定

のものとのことであった。他方、ZD 社によれば、C4Custom ライセンス等を加工した開発物が ZD 社から TP

社に直送されるとのことであったから、両者の発言内容は相違している。 

 

さらに、当委員会は、IN社関係者にヒアリングを実施したが、IN社はTP社を知らず、「その頃そのような商

品を仕入れる話はなかったと思う。」とのことであり、ZD 社、TP 社及び IN 社の発言内容に矛盾が見られる。

ZD 社にとって、TP 社とのやりとりは全て若月氏を通して行っていたとのことであるが、若月氏は ZD 社及び

TP 社に異なる説明をしていたと考えられる。 

 

C4T は、平成 19 年 3 月に C4T が 47 百万円で ZD 社から買い戻した C4Custom ライセンス等に係る開

発物である「画像チェックモジュール開発委託」について、事業供与の実態が認められないとのアスカ監査

法人の指導により、平成 21 年 3 月期に未償却残高の全額につき減損処理を実施している。 

 

PI 社関連取引について 

C4T は、平成 17 年 12 月に C4T が PI 社並びに、WA 社、SJ 社、DG 社及び CM 社（以下「WA 社等 4

社」という）に対し ezSecurityClient ライセンス計 71 百万円を販売し、平成 18 年 4 月に PI 社及びWA 社等

4 社から C4T に対しこれらの販売に係る代金入金があり、C4T が売上計上した。WA 社等 4 社が C4T から
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仕入れた ezSecurityClient ライセンスについては、平成 18 年 4 月に WA 社等 4 社から PI 社に転売され、

その後平成 18 年 9 月に PI 社から RS 社に対し、ezSecurityClient ライセンス12計 84 百万円が転売されてい

る。 

 

本件については、PI 社関係者及びWA 社関係者に対してヒアリングを実施した。 

WA 社関係者によれば、取引経緯は以下のとおりである。 

・ 平成 17 年 12 月においてWA社が C4T から購入した ezSecurityClient ライセンスについては、若

月氏から、「販売できなかった時は転売先を紹介するので、ezSecurityClient ライセンスを仕入れて

欲しい」という依頼が WA 社にあったため、購入したものである。 

・ WA社は、1乃至 2ヶ月間販売努力をしたが転売先が見つからなかったため、若月氏に相談したと

ころ、若月氏から PI 社という転売先を紹介され、実際に転売した。WA社は、平成 18年 4月 21日

に PI 社からの売買代金の入金を確認後、若月氏の指示により、平成 18 年 4 月 24 日及び 25 日

に C4T に対して ezSecurityClient ライセンスの仕入代金を支払った。 

 

SJ 社、DG 社及び CM社においても、同様のやりとりがあったものと推察される。 

 

一方、PI 社関係者へのヒアリングによれば、取引経緯は以下のとおりである。 

・ 若月氏の依頼により、平成 18 年 4 月、PI 社は、WA社等 4社より ezSecurityClient ライセンスを購

入し、これを RS 社に転売した。その転買資金については、CMS ファンドより提供された。PI 社は、

平成 18 年 4 月 21 日に CMS ファンドから 75 百万円が PI 社の口座に入金後、同日にWA社等 4

社に対して計 71 百万円の売買代金を送金した。 

・ 一方、PI 社は、平成 17 年 12 月に C4T より直接 ezSecurityClient ライセンスを購入し、その際

CD-ROM 現物とライセンス証を受領したものの、若月氏より「代金を支払う必要はない」との説明を

受けていた。WA 社等 4 社のうち CM 社から PI 社に平成 18 年 4 月 24 日に 11 百万円が送金さ

れ、同日に PI 社は C4T に売買代金 10 百万円を送金した。 

・ その後の平成 18 年 9 月 28 日に、RS 社から PI 社に対し、ezSecurityClient ライセンスの購入代金

として 84 百万円が送金され、翌日の平成 18 年 9 月 29 日に、若月氏の指示により、PI 社は借入

金の返済として CK 社に 76 百万円、DG 社等に計 4 百万円を送金した。 

・ PI 社及びWA 社等 4 社間の取引、並びに、PI 社及び RS 社間の取引については、全て若月氏の

指示によって行われたものであり、PI社はWA社等4社及びRS社のいずれとも面識はない。また、

ezSecurityClient ライセンスの仕入取引については、請求書のみが作成され、契約書、注文書及

びライセンス証は存在せず、現物を確認していない。 

 

即ち、PI社は、平成18年 4月にCMSファンドからの借入資金により、WA社等 4社への転買代金を支払

い、その転買代金を原資に、WA 社等 4 社は C4T に対し ezSecurityClient ライセンスの仕入代金を支払っ

                                                  
12 PI 社から RS 社への転売については、請求書上は「セキュアボックスサービス」84 百万円の販売とされているが、PI 社

関係者へのヒアリングによれば、ezSecurityClientライセンスそのものの転売であったとのことであった。従って、以下では

PI 社から RS 社への転売について、ezSecurityClient ライセンスの転売と記述している。 
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たこととなる。そしてその後、PI 社は RS 社に対し、ezSecurityClient ライセンスを転売し、平成 18 年 9 月 28

日に RS 社から PI 社にその販売代金が入金され、それを原資として、その翌日の平成 18年 9 月 29 日に PI

社は CK 社に対する借入金を返済したこととなる。 

 

C4T は、平成 18 年 9 月 28 日に MW 社より RS 社株式を購入し、その対価として 95 百万円を MW 社に

送金し、PI 社は平成 18 年 9月 28 日に RS 社より 84 百万円を受領した。当該送金は、RS 社が PI 社に支払

うべき ezSecurityClient ライセンスの購入代金 84 百万円を提供するためになされたものと考えられる。 

なお、RS社については、AJ社の代表取締役である LE氏が取締役に名を連ねていること、AJ社と本店所

在地が同じであること等に鑑みると、AJ 社と同様 C4T の緊密取引先であったと考えられる。 

 

 

以上の取引により C4Tが保有した RS社株式 95 百万円については、C4Tは、平成 19 年 12 月に、RS社

から提示を受けた財務資料に基づき、全額減損処理を実施後、平成 21年 3月にBC社へこれを売却した。 

 

IN 社関連取引について 

当該取引は、C4Tの IN社に対する貸付債権の回収を、C4Tが約 99%出資するCMSファンドから IN社に

対し貸し付けた資金をもって行ったものである。なお、IN 社は、平成 18 年 3 月末当時、C4T が 20％弱の株

式を保有する C4T の持分法適用会社であった。 

 

IN 社関係者へのヒアリングによれば、不適切であると疑われる取引の経緯は以下のとおりである。 

・ 平成 17 年 6 月、IN 社は株主である C4T に資金援助を依頼し、C4T から 30 百万円を平成 17 年

9月末を返済期日とする約定で借り入れた。しかし、平成17年9月末、平成17年12月末の二度、

返済期日を延長したが返済できず、平成 18 年 3 月末に返済期日を延長した。 

・ その後C4Tより平成 18年 3月末での確実な返済の要請を受けたものの、返済資金の手当てが不

明であったため、三住氏に相談したところ、「銀行みたいな所で貸す所があるから、その借入資金

を使って返済してほしい。」と言われた。平成 18 年 3 月 30 日に CMS ファンドから IN 社に 30 百万

円の貸付がなされ、それを原資として、その翌日に IN社は借入金である 30 百万円を C4Tに返済

した。 

・ しかしながら、IN 社が CMS ファンドより借り入れた 30 百万円についての利率である 9%台は高すぎ

るため、三住氏に相談したところ、平成 18年 4月頃、貸主を CMS ファンドから CK社に変更し、利

率を 9%台から 5%台に変更する内容の金銭消費貸借契約書の差し替えを行った。 

・ その後、IN 社は平成 18 年 5 月 14 日に C4T から 30 百万円を借入れ（利率 2%台）、同日に CK

社に借入金を返済した。 

 

平成 18 年 8 月に IN 社は C4T に対し「Cisco 機器一式」64 百万円を販売したが、C4T の IN 社に対する

平成 18 年 5 月 14 日付貸付金 30 百万円は、C4T が IN 社に支払った当該販売代金 64 百万円（平成 18

年 9 月 29 日支払）により回収されている。 
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（ⅲ）検討 

平成 18 年 3 月期の C4T の売上計上について 

C4T は、平成 17 年 9 月及び平成 17 年 12 月に ZD 社に対し販売した C4Custom ライセンス等、平成 17

年 12 月に WA 社等 4 社及び PI 社に対し販売した ezSecurityClient ライセンスに係る売掛債権につき、自

己が約99%出資するCMSファンドから ZD社及びPI社へ貸し付けた資金により回収を行っている。あずさ監

査法人は、平成 18 年 3月末から 4月にかけて、これらの売掛債権につき入金があったため、売上計上を認

めている。当該入金は、実質的には C4T の自己資金を使用したものであったが、その入金記録を示すこと

により、C4T はあずさ監査法人に売上計上を認めさせたものと考えられる。ライセンスの売上計上について

特に入金の有無を厳しく調べるというあずさ監査法人の方針を逆手に取って、あずさ監査法人に売上計上

を認めさせるため、実質的にはC4Tの自己資金により売掛債権の回収を図ったものであり、正当な入金とは

認められないものと考えられる。従って、全額の売上取消しが妥当と考えられる。 

 

なお、平成 19 年 3 月期の C4Custom ライセンス等及び ezSecurityClient ライセンスに係る転売買取引に

ついては、以下の点で取引の真正性及び実在性に疑いがあると考える。 

・ C4T が買い戻した C4Custom ライセンス等に係る開発物について、実在性が確認できず、その後

減損処理されていること 

・ 請求書のみが作成され、契約書、注文書及びライセンス証が存在しないこと 

・ ZD 社から TP 社を通して IN 社に転売する取引に関し、ZD 社、TP 社及び IN 社それぞれの説明

内容に齟齬があること 

・ 取引金額が 10 百万円を超える高額な取引であるが、当事者同士に全く面識がないのは、不自然

且つ不合理であること 

・ 全ての取引について、若月氏が仲介していたこと。 

 

平成 18 年 3 月末における C4T の IN 社からの貸付金 30 百万円の回収について 

平成 17 年 6 月における C4T から IN 社に対する貸付金について、IN 社は 2 回にわたり返済期限を延長

しており、IN 社宛貸付金の回収可能性に問題が生じていた。平成 18 年 3 月末における CMS ファンドから

IN 社への送金については、C4T が約 99%出資している CMS ファンドからの貸付金を使用することにより、IN

社宛貸付金への引当を回避する意図で行われたものと推察される。 

C4T の IN 社宛貸付金 30 百万円について、C4T の自己資金により回収したものであり、実質的には返済

されていないとみなし、平成 18 年 3 月期末で 50％の貸倒引当金を設定することが妥当と考えられる。 

なお、C4T の IN 社に対する貸付金 30 百万円は、平成 18 年 9 月に正当に回収されていると判断し、平

成 18年 3月期末で設定した当該貸倒引当金については、平成 18年 9月期（中間期）に、取崩処理を実施

することが妥当と考えられる。 

 

平成 19 年 3 月における C4T の ZD 社からの「画像チェックモジュール開発委託」の購入取引について 

平成 19年 3月のC4Tの ZD社からの「画像チェックモジュール開発委託」47百万円の購入については、

その後の会計監査において事業供与の実態が認められないとの理由で、平成21年 3月期に減損処理がさ

れており、取引の実在性に疑いがある。当該購入取引の対価として平成 19 年 3 月に C4T から ZD 社に 47
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百万円が送金されているが、当該送金については、ZD 社が TP 社に支払う C4Custom ライセンス等に係る

返品代金を融通することに真の意図があったものと思われる。従って、当該「画像チェックモジュール開発委

託」の購入取引については、取消しを実施することが妥当と考えられる。 

 

平成 19 年 3 月における C4T の RS 社株式 95 百万円の購入取引について 

C4T の RS 社株式の購入対価として、平成 18 年 9 月 28 日に C4T から MW 社に 95 百万円が送金され

ているが、当該資金は RS 社を経由して PI 社に送金され、翌日平成 18 年 9 月 29 日における PI 社の CK

社に対する借入金 76 百万円の弁済に充当されていると考えられる。即ち、C4T から MW社への 95 百万円

の送金は、PI社がCK社に対し支払う借入金の弁済資金を融通することに真の意図があったものと思われる。

従って、C4T の RS 社株式 95 百万円の購入取引については、取引の実在性がなく、取消しが妥当と考えら

れる。 

 

Ⅵ 関係者の責任に関する意見 

平成 18 年 3 月期における SF 社関連取引、平成 19 年 3 月期における PA等開発取引、平成 18 年 3 月

期及び平成 19 年 3 月期に亘る CMS ファンド関連取引及び平成 20 年 3 月期における VA 社関連取引に

ついて、それぞれ不適切であると疑われる取引が行われたことについては上述において指摘したとおりであ

る。これらの取引に関する関係者の責任については次のとおりであると考えられる。 

 

1. 三住氏（代表取締役社長在任期間：平成 9 年 10 月 22 日乃至平成 21 年 4 月 24 日） 

ｱ. 当委員会のヒアリングに対する三住氏の回答においては、平成 18 年 3 月期における SF 社関連取引 

平成 19 年 3 月期における PA 等開発取引、平成 18 年 3 月期及び平成 19 年 3 月期に亘る CMS フ 

ァンド関連取引について当初からいわゆる資金循環取引であることを意図して行動したという回答は得 

られなかったが、平成 18年 3月期中に発生した売掛債権及び貸付債権で回収可能性に疑義があるも 

のについてあずさ監査法人から指摘を受けることにより貸倒引当金を計上することを回避するため、当 

該売掛債権及び貸付債権の弁済に充当させるべく C4T の自己資金をそれらの債権に係る債務者に 

貸し付けて弁済させたこと、また、平成 20 年 3 月期における VA 社関連取引において C4T の財務内 

容が悪化している状況下において約 2億円をAJ社に送金することは当該約 2億円の回収が困難であ 

ることが予測されたから不適切な取引であるという懸念を有していたという回答も得られた。 

 

ｲ．また、次の諸事情を指摘することができる。 

動機 

・ C4T は、平成 15 年 2 月に東証マザーズ市場に上場したが、平成 15 年 3 月期は黒字化したもの

の、上場後 2 年間（平成 16 年 3 月期及び平成 17 年 3 月期）は赤字が継続していた。 

・ また、C4T は、証券アナリスト向け平成 18 年 3 月期第 3四半期業績説明会資料（平成 18 年 2 月

16日）によれば、平成 18年 3月期第 3四半期における第 3四半期純利益が△186,749 千円であ

ったが、「新施策の効果 ライセンス収入大幅増」「通期での黒字化へ向けて、予定通り、着実に前

進中」と発表していた。
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平成 18 年 3 月期における SF 社関連取引 

・ C4Tから、CMSファンドへの 550百万円の送金日は平成18年 2月 15日であったが、その送金日

は、前掲証券アナリスト向け平成 18 年 3 月期第 3 四半期業績説明会（平成 18 年 2 月 16 日）の

前日であった。 

・ あずさ監査法人へのヒアリングによれば、平成18年 3月期の通期決算が黒字化するためには、SF

社への平成18年 3月 16日付製品の販売が、会計上売上として認められるか否かにかかっていた。

そこで三住氏としては、SF 社への 350 百万円の製品の販売を会計上の売上として監査法人に認

めさせる必要があった。 

・ SF 社が 350 百万円の製品及び CRYPTY ライセンスを C4T から購入するに際しては、三住氏から

SF 社に対して、「もし SF 社さんで販売できなければ転売先を紹介しますから大丈夫です」という転

売先保証付（換言すれば、転売先が SF 社に対して売買代金を支払うこととなるから、SF 社が当該

資金を C4T に送金すれば足りること）で販売されており、それを信頼していたからこそ SF 社は 350

百万円の製品及び CRYPTY10 万ライセンスを C4T から購入したと考えられる。 

・ SF 社は、C4T から購入した 350 百万円相当のセキュリティ製品及び CRYPTY10 万ライセンスのう

ち、70 百万円に相当する SDK（事務機器に組み込んで使用する暗号装置）のみを使用する意図

を有しており且つ実際にそれを自社で使用したとのことであるが、一方、280 百万円分の

CRYPTY10 万ライセンスについては、僅か 8日間保有しただけであったから、C4T及び SF社間の

CRYPTY10 万ライセンスの売買については真正売買の目的がなかったと疑われるものである（C4T

がSF社に対してCD-ROMを納品したのは平成18年4月17日月曜日頃であったが、CRYPTY10

万ライセンスを SF社から購入したKT社はC4Tから平成18年 4月 25日付「利用ライセンス証書」

を取得した。） 

・ CMSファンドが、資本金がわずか10百万円の中小企業であるBS社に対し、平成18年5月に200

百万円という巨額資金を無担保で融資したことは不自然である。BS社は、平成18年 4月当時、取

締役 3名及び監査役 1名の株式会社として登記されていたが、平成 18 年 8 月 17 日に取締役会

設置会社及び監査役設置会社の廃止の登記がなされ、取締役 1 名の株式会社となった。当委員

会は、BS社が平成18年5月当時どのような事業活動をしていたかについて情報収集することはで

きなかったが、平成 22 年 10 月に BS 社の登記上の本店所在地を訪問したところ、会社の実体は

存在していなかった。 

・ KT社はSF社から平成18年 4月25日付でCRYPTY10万ライセンスを350百万円で購入したが、

当時の KT 社の売上高は約 500 百万円であり 350 百万円の現預金を有していなかったことから、

BS 社からの約 300 百万円の資金調達という保証があったからこそ、KT社は当該ライセンスを購入

したものと考えられる。 

・ CMS ファンドから BS 社に対する 200 百万円の貸付日は平成 18 年 5 月 24 日、BS 社から KT 社

に対する 266 百万円の貸付日は平成 18 年 6 月 23 日、KT 社から SF 社に対する 50 百万円の支

払日は平成 18 年 5 月 25 日であり、317 百万円の支払日は平成 18 年 6 月 23 日、SF 社から C4T

に対する支払日は 50 百万円については平成 18 年 4 月 28 日、50 百万円については同年 5 月

31 日、267.5 百万円については同年 6 月 30 日であったことから、これらの関係者間を資金移動し

た日が極めて近接している。 



 
 

35 

平成 19 年 3 月期における PA 等開発取引 

・ C4T 及び TI 社間には、開発委託者を TI 社とし開発受託者を C4T とする平成 18 年 12 月 1 日付

業務請負基本契約が締結されており、平成 19 年 2 月 27 日付納品書（C4T が TI 社に

C4CSLiteSDK/ライセンスを平成 19年 2月 28日に納品するもの。対価は 30百万円）、平成 19年

2 月 27 日付納品書（C4T が TI 社に acuagraphySDK/ライセンスを平成 19 年 2 月 28 日に納品す

るもの。対価は 24 百万円）、平成 19 年 3 月 30 日付納品書（C4T が TI 社に PA システム開発一

式を平成19年3月30日に納品するもの。対価は30百万円）、平成19年3月30日付納品書（C4T

が TI 社に PA 個人情報データ/写真暗号化システム開発一式を平成 19 年 3 月 30 日に納品する

もの。対価は 25 百万円）、平成 19 年 3 月 30 日付納品書（C4T が TI 社に PA 携帯電話エントリ

ーシステム開発一式を平成 19年 3月 30日に納品するもの。対価は 45百万円）及び平成 19年 3

月 30 日付納品書（C4T が TI 社に PA 写真データ電子透かしエンコードシステム開発一式を平成

19 年 3 月 30 日に納品するもの。対価は 36 百万円）が存在している。 

・ C4T は、TI 社から、平成 19 年 3 月 30 日に 58 百万円、平成 19 年 4 月 27 日に 48 百万円、平成

19 年 5 月 31 日に 50 百万円、平成 19 年 7 月 2 日に 47 百万円、合計 203 百万円を受領した。 

・ この 203 百万円の資金受領は不適切であると疑われる取引に基づくものであり、また、地紋用モジ

ュール及びNN用（MP3）モジュールという100百万円相当の資産は不適切な資産計上である可能

性があると考えられるが、その事情は次のとおりである。 

・ C4T の社内稟議書として、平成 18 年 5 月 15 日を申請日とする稟議書（C4T が AJ 社に、地紋用

モジュール開発の業務を委託するもの。対価は 42 百万円）、平成 18年 8月 14日を申請日とする

稟議書（C4TがAJ社に、NN用（MP3）モジュール開発の業務を委託するもの。対価は58百万円）、

平成 18 年 12 月 14 日を申請日とする稟議書（C4T が AJ 社に、PA 開発の業務を委託するもの。

対価は 180 百万円）及び平成 19年 2月 20日を申請日とする稟議書（C4Tが AJ 社に対する支払

日を平成 19 年 3 月 15 日より前倒しで支払うもの）が存在しているが、関係者へのヒアリングによれ

ば、AJ 社がこれらの専門的開発を受託する企業としての適格性を具備していたか疑問がある。 

・ 上述した 4 つの稟議書の全てに三住氏の決裁印が捺印されている。 

・ C4T から AJ 社に平成 19 年 2月 26 日に 294 百万円、AJ 社から CA社に平成 19 年 2月 26 日に

180 百万円、CA社から TI 社に平成 19 年 2 月 28 日に 170 百万円が送金され、TI 社から C4T に

対し、平成 19 年 3 月 30 日に 58 百万円、平成 19 年 4 月 27 日に 48 百万円、平成 19 年 5 月 31

日に 50 百万円、平成 19 年 7 月 2 日に 47 百万円、合計 203 百万円が送金されており、これらの

資金移動は近接した期間内になされている（なお、平成19年2月28日にはAJ社からTI社に113

百万円が送金されているが、これは、AJ社がTI社からCRYPTY5.6万ライセンスを購入した代金で

あると考えられる）。 

・ C4T の原価計算資料に記載されている PA 開発関与者は、実際には PA 開発に関与した事実は

なかったようである。 

・ PA開発は、三住氏によれば、もともとCA社（開発受託者）とTI社（発注者）間の開発取引として設

計されていたが（CA 社と TI 社の両社の取締役陣は共通している）、C4T と AJ 社を商流に加えた

だけである。ところが、CA 社は PA を開発した事実は存在しなかったし、AJ 社に納品した事実もな

かった。それゆえ、C4T が TI 社に PA を納品した事実も存在しなかった。 
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平成 18 年 3 月期及び平成 19 年 3 月期に亘る CMS ファンド関連取引 

・ ファンド事業に対する組合員としての出資であるならば、CMS ファンドが法的に有効に成立した日

以降に、同組合が開設した口座に、550 百万円を出資し送金すれば足りたはずである。 

・ C4T 及び ZD 社間には、平成 17 年 9 月付 C4Custom 及び SDK ライセンス売買(売買代金は 15

百万円）及び平成18年 3月付C4CSLite ライセンス売買（売買代金は30百万円）が存在していた。

三住氏は、平成 18 年 3 月 30 日、CMS ファンドから 45 百万円を拠出させこれを ZD社に貸付け、

その翌日である平成 18 年 3 月 31 日に ZD 社をして当該 45 百万円を C4T に送金させた。また、

C4T及び IN社間には、平成 17年 6月 23日付金銭消費貸借契約（貸付額：30 百万円）が存在し

ていた。三住氏は、平成 18 年 3 月 30 日、CMS ファンドから 30 百万円を拠出させこれを IN 社に

貸付け、その翌日である平成18年3月31日に IN社をして当該30百万円のうち29百万円をC4T

に送金させた。 

・ 三住氏によるこれらの行動の理由は、第 1 に、CMS ファンドが ZD 社らに貸し付けている事実をあ

ずさ監査法人に発覚するのを防ぐため、平成 18年 3月 31日付にて債権を消滅させる必要があっ

たからであると推測され、第2に、それらの債務者からC4Tへの返済が延滞していたため、平成18

年 3 月期中に発生した売掛債権及び貸付債権で回収可能性に疑義があるものについてあずさ監

査法人から指摘を受けることにより貸倒引当金を計上すること、もしくは売上計上を取り消されるこ

とを回避するため、当該売掛債権及び貸付債権の弁済に充当させるべく C4T の自己資金をそれ

らの債権に係る債務者に貸し付けて弁済させる必要があったからであると推測される。 

・ CMS ファンドは、各社との金銭消費貸借契約について、平成 18年 3月 30日又は平成 18年 4月

21 日付にて、貸主を CMS ファンドから CK 社に変更し、金銭消費貸借契約書を差し替えた。これ

により、CK 社が各社に対して貸付を行ったという形式が整えられた。これは、C4T が CMS ファンド

への約 99%の出資者であったことから、CMS ファンドが各社に貸し付けているという形式（即ち、各

社が CMS ファンドに返済する形式）より、CK 社が各社に貸し付けるという形式（即ち、各社が CK

社に返済する形式）の方が、CK 社という緩衝帯を設けることによって、C4T が各社に自己資金を

貸し付けるという実態（即ち、各社がC4Tに返済するという実態）を隠蔽し、C4Tと各社間の資金移

動をより間接的にすることを意図したものであったと考えられる。 

 

平成 20 年 3 月期における VA 社関連取引 

・ C4Tは平成19年4月25日に115百万円をVA社に送金し、VA社は同日AJ社に同額を送金し、

AJ 社はその翌日に TI 社に 113 百万円を送金した。また C4T は、平成 19 年 6 月 11 日に VA 社

に 90 百万円を送金し、VA 社はその翌日に同額を AJ 社に送金した。 

・ C4Tの社印が捺印され且つ若月氏の署名捺印のある平成19年 6月 11日付「振替送金の依頼証

書」が存在しており、その書面には、「平成 19 年 4 月 25 日付送金と同様に、C4T が VA社に送金

した90百万円を直ちにAJ社に対して送金するよう依頼する」趣旨のことが記載されている。この記

載は、C4T の資金が、VA 社を経由して、AJ 社に送金されるという資金移動ルートを示すものであ

る。 

・ 当該資金移動は、三住氏によれば、C4T が VA 社から画像圧縮伸張エンジンを仕入れることにつ

いての前払であったということであるが、当委員会は、当該画像圧縮及び伸張エンジンが C4T に
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納品された事実を確認できなかった。 

・ 平成 19年 3月期のC4Tの決算が赤字決算であるという事実は平成 19年 5月中旬頃にはあずさ

監査法人から三住氏に報告されていたであろうから、平成 19年 3月期決算が赤字決算となるであ

ろうことは平成19年 4月下旬までには三住氏が認識していた可能性があり、そのような赤字状態と

なっている会社の代表取締役として、平成 19 年 4 月 25 日に 115 百万円、平成 19 年 6 月 11 日

に 90 百万円、合計 205 百万円を、VA 社との取引を仮装することによって、AJ 社に送金し、C4T

の会社財産を流出させたことについては、背任的要素を否定できないと解される。なお、当委員会

が平成 22 年 9 月に AJ 社の登記上の本店所在地を訪問したところ当該本店所在地には存在して

いなかったことから、AJ 社は事業活動を休止している可能性がある。 

 

ｳ．以上に鑑みると、三住氏は、平成 18 年 3 月期における SF 社関連取引、平成 19 年 3 月期における

PA等開発取引、平成 18年 3月期及び平成 19年 3月期に亘るCMS ファンド関連取引、平成 20年 3

月期における VA 社関連取引の全てにおいて、不適切であると疑いのある取引に関与したものと認め

られ、C4T の代表取締役として上場会社である C4T の法令遵守と内部統制について対外的に責任を

負うべき地位にあったのであり、会社法上の取締役としての善管注意義務違反に基づく対会社損害賠

償責任（平成 18 年 3 月期については旧商法 266 条、平成 19 年 3 月期及び平成 20 年 3 月期につい

ては会社法 423 条）等の法的責任を負う可能性があると考えられる。 

 

2．野口氏（取締役副社長在任期間：平成 14 年 6 月 27 日乃至平成 20 年 6 月 25 日）（販売子会社である

㈱シーフォーセールスサポート（旧㈱セーフリード）の取締役在任期間：平成 17 年 10 月 15 日乃至平成 18

年 6 月 23 日） 

ｱ．当委員会のヒアリングに対する野口氏の回答においては、当初からいわゆる資金循環取引であること

を意図して行動したという回答は得られなかった。 

しかしながら、野口氏は、C4T の営業販売子会社である㈱シーフォーセールスサポート（旧㈱セーフリ

ード）の取締役も兼任しており、㈱シーフォーセールスサポート（㈱旧セーフリード）の若月代表取締役

の営業活動を監督する立場にあった。 

 

ｲ．また、次の諸事情を指摘することができる。 

動機 

野口氏はC4Tの取締役副社長という要職にあったことから、三住氏が有していたと考えられる動機と同

様の動機を有していたと思料される。 

 

平成 18 年 3 月期における SF 社関連取引 

・ C4T から SF 社への 350 百万円の製品の販売を、会計上の売上としてあずさ監査法人に認めさせ

るためには、売買日を平成18年 3月とし、納品日をそれと近接した日とし、且つ、売買代金の実際

の入金日を売買日から 3 カ月以内とする必要があった。 

・ 野口氏の平成 18年 4月 15日（土）付電子メールによれば、野口氏は平成 18年 4月 15 日、部下

に対し、(1)平成 18 年 2 月 16 日付見積書、平成 18 年 3 月 2 日付発注書、平成 18 年 3 月 16 日
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付納品書、平成18年 3月 16日付検収書、平成18年 3月 31日付請求書を作成すること、(2)C4T

内で使用する稟議書を作成すること、(3)売買目的物である製品を速やかにSF社に納品すること、

(4)SF 社から C4T に対する売買代金支払日を、平成 18 年 4 月末日に 50 百万円、平成 18 年 6

月末日に 300 百万円とすること、という指示を出していた。 

・ 当委員会によるヒアリングによれば、当該部下の従業員は、野口氏の指示に基づき、宅配便にて

CD-ROM 数枚を SF 社に送付した。 

 

平成 19 年 3 月期における PA 等開発取引 

・ 平成 19 年 2 月 27 日付納品書（C4T が TI 社に C4CSLiteSDK/ライセンスを平成 19 年 2 月 28 日

に納品するもの。対価は 30 百万円）、平成 19 年 2 月 27 日付納品書（C4T が TI 社に

acuagraphySDK/ライセンスを平成 19 年 2 月 28 日に納品するもの。対価は 24 百万円）、平成 19

年 3 月 30 日付納品書（C4T が TI 社に PA システム開発一式を平成 19 年 3 月 30 日に納品する

もの。対価は 30 百万円）、平成 19 年 3 月 30 日付納品書（C4T が TI 社に PA 個人情報データ/

写真暗号化システム開発一式を平成 19 年 3 月 30 日に納品するもの。対価は 25 百万円）、平成

19 年 3 月 30 日付納品書（C4T が TI 社に PA 携帯電話エントリーシステム開発一式を平成 19 年

3 月 30 日に納品するもの。対価は 45 百万円）及び平成 19 年 3 月 30 日付納品書（C4T が TI 社

にPA写真データ電子透かしエンコードシステム開発一式を平成19年 3月30日に納品するもの。

対価は 36 百万円）が存在しているが、それらの納品書の全てに「野口」という決裁印が捺印されて

いる。 

・ 平成 19 年 3 月期の原価計算において、PA 開発に原価集計されている開発担当者によれば、当

該開発担当者は、PA開発業務に一切従事していないとのことである。また、AJ 社及びCA社間は

形式的には契約が存在するが、実態として、AJ社からCA社に対する開発委託に基づいたCA社

の開発実績はないとのことである。 

 

平成 18 年 3 月期及び平成 19 年 3 月期に亘る CMS ファンド関連取引 

野口氏は、C4T の販売子会社である㈱シーフォーセールスサポート（旧㈱セーフリード）)の取締役も兼任

しており、㈱シーフォーセールスサポート（旧㈱セーフリード）の代表取締役である若月氏の営業活動を監督

する立場にあった。 

 

平成 20 年 3 月期における VA 社関連取引 

 これに関与した証拠又は資料は認められない。 

 

ｳ．以上に鑑みると、野口氏は、平成 18 年 3 月期における SF 社関連取引及び平成 19 年 3 月期におけ

る PA 等開発取引における不適切であると疑われる取引に関与したものと認められるから、会社法上の

取締役としての善管注意義務違反に基づく対会社損害賠償責任（平成 18 年 3 月期については旧商

法 266 条、平成 19 年 3 月期及び平成 20 年 3 月期については会社法 423 条）等の法的責任を負う可

能性があると考えられる。 
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3．若月氏（C4T取締役在任期間：平成 18年 6月 23日乃至平成 20年 3月 31日）（子会社である㈱シーフ

ォーセールスサポート(旧㈱セーフリード)代表取締役在任期間：平成 16 年 10 月 22 日乃至平成 19 年 3 月

31 日） 

ｱ．若月氏については次の諸事情を指摘することができる。 

動機 

 若月氏は、C4T の販売子会社の代表取締役及び C4T の取締役という要職にあったことから、三住氏が

有していたと考えられる動機と同様の動機を有していたと思料される。 

 

平成 18 年 3 月期における SF 社関連取引 

SF 社が C4T から購入する CRYPTY ライセンスについて、あたかも VA 社をエンドユーザーとするかの

ような虚偽の事実を営業報告に記載し、これをあずさ監査法人に説明した。 

 

平成 19 年 3 月期における PA 等開発取引 

これに関与した証拠又は資料は認められない。 

 

平成 18 年 3 月期及び平成 19 年 3 月期に亘る CMS ファンド関連取引 

・ 平成17年12月、若月氏は、「販売できなかったときは転売先を紹介するので、ライセンスを仕入れ

て欲しい。」という依頼を WA 社及び DG 社に対して行い、ezSecurityClient ライセンスを WA 社等

4 社に対して販売した。C4T は、このライセンス販売を平成 18 年 3 月期に売上計上した。 

・ WA社は1乃至2ヶ月間の販売努力をしたものの買主を見つけることができなかったため若月氏に

相談したところ、若月氏からPI社という転売先を紹介され、転売した。転売したといっても、特段、ラ

イセンス売買契約書等は作成されなかったことから転売日は特定できていない。 

・ 若月氏はPI社に対し、「C4Tのライセンスをとりまとめて購入して、ある会社に転売してくれないか。

購入資金については、CMS ファンドというところから借りてくれないか。」と話し、PI 社が WA 社等 4

社より ezSecurityClient ライセンスを購入した。 

・ PI 社と WA社等 4社間の取引及び資金移動については、全て若月氏の指示によってのみ行われ、

PI社はWA社等 4社と面会したことはない。また、この仕入取引については、請求書のみが作成さ

れ、契約書、注文書及びライセンス証は存在しない。現物も確認されていない。 

・ PI 社は、平成 18 年 4 月 21 日、若月氏の指示に基づき、WA社等 4 社に対し ezSecurityClient ラ

イセンス購入代金を弁済するために送金した。その 3日後又は 4 日後、WA社等 4社から C4T に

ezSecurityClient ライセンス購入代金相当額が送金された。 

・ PI 社が若月氏の指示に基づき保有している ezSecurityClient ライセンスについては、若月氏の指

示に基づき、PI 社が平成 18 年 9 月 28 日に RS 社に販売し、その売買代金 84 百万円を RS 社か

ら取得した。RS 社が PI 社に送金した 84 百万円は、C4T が平成 18 年 9 月下旬に MW社に送金

した 95 百万円が原資であると推測される。PI 社は、金銭消費貸借契約の差し替えにより貸主が

CMS ファンドから CK 社に交替していたことから、CK 社に 76 百万円を送金し、その後 CK 社から

CMS ファンドに対して当該金員が送金された。 
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・ これらの ezSecurityClient ライセンス販売取引は実体のないものであり、その取引の支払資金とし

て C4T の自己資金が循環されて使用されていた疑いがある。 

 

平成 20 年 3 月期における VA 社関連取引 

・ C4Tの社印が捺印され且つ若月氏の署名捺印のある平成19年 6月 11日付「振替送金の依頼証

書」が存在しており、その書面には、「平成 19 年 4 月 25 日付送金と同様に、C4T が VA社に送金

した90百万円を直ちにAJ社に対して送金するよう依頼する」趣旨のことが記載されている。この記

載は、C4T の資金が、VA 社を経由して、AJ 社に送金されるという資金移動ルートを示すものであ

る。 

 

ｲ．以上に鑑みると、若月氏は、平成 18年 3月期及び平成 19年 3月期に亘る CMS ファンド関連取引並

びに平成 20 年 3 月期における VA 社関連取引における不適切であると疑われる取引に関与したもの

と認められるから、会社法上の取締役としての善管注意義務違反に基づく対会社損害賠償責任（平成

18 年 3 月期については旧商法 266 条、平成 19 年 3 月期及び平成 20 年 3 月期については会社法

423 条）等の法的責任を負う可能性があると考えられる。 

 

4．平成 18 年 3 月期乃至平成 20 年 3 月期における C4T の取締役及び監査役の在任者等 

平成 18年 3月期乃至平成 20年 3月期におけるC4Tの取締役及び監査役の在任者は、三住代表取締

役(当時)、野口取締役副社長（当時）、若月取締役（販売子会社の代表取締役を兼任）の業務執行を監督

する立場にいたものであるが、当委員会が当該期間におけるC4Tの取締役会議事録及び監査役会議事録

等を閲覧したところ、不適切であると疑われる取引についての議案が提出された場合であっても、特段疑義

や質問を述べるわけではなくこれを承認し、また、日常業務において三住氏、野口氏及び若月氏の業務執

行に対する監督、業務監査及び会計監査については、例えば監査役会において懸念が述べられることもあ

ったがその後に当該懸念を検証すべく業務監査権限及び会計監査権限が適切且つ効果的に履行された

形跡がないようであるから、一定の法的責任を負う可能性があると考えられる。 

なお、CMSファンドの業務執行組合員は、平成18年 3月 31日付CMSファンド決算書をC4Tに提出し、

C4T はこれをあずさ監査法人に提出しているが、その決算書には CMS ファンドの資産として現預金 550 百

万円が計上され貸付金は計上されていなかった。しかしながら、CMS ファンドの業務執行組合員は平成 18

年 3 月 27 日に三菱東京 UFJ 銀行西新宿支店に CMS ファンドの口座を開設しており、平成 18 年 3 月 27

日に開設した三菱東京UFJ 銀行西新宿支店から、平成 18 年 3 月 30 日に ZD社に 45 百万円、IN 社に 30

百万円、他1社に35百万円を送金した事実があり、当委員会のヒアリングによればこれらの送金は貸付けで

あったことから、平成18年3月31日付CMSファンド決算書の内容は虚偽であったと思われる。従って、CMS

ファンドの業務執行組合員についても一定の責任を負うこととなる可能性があると思料される。 
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Ⅶ 再発防止策に関する意見 

平成 18 年 5 月に会社法が施行された当時の C4T の資本金は約 13 億円であったから、大会社としての

C4T には、会社法上の法令遵守を基礎とする内部統制構築義務が課されていた。また、C4T は、東証マザ

ーズ市場に上場する有価証券報告提出会社であったから、平成 21 年 3 月期より金融商品取引法に基づく

財務報告に関する内部統制構築義務が課されている。 

しかしながら、平成 18 年 3 月期から平成 20 年 3 月期に至る 3 年間に亘り、会社法が求める最低限度の

ガバナンスを達成することができず、取締役会における相互牽制が機能せず、不適切であると疑われる取

引が行われていたという状況は、会社法上の法令遵守を基礎とする内部統制が構築されていなかったこと

を意味する。 

たしかに、上述の不適切であると疑われる資金循環取引等は C4T の旧経営陣によって引き起こされたも

のであると考えられる。また、平成20年6月定時株主総会において代表取締役、取締役及び監査役が交替

し経営陣が刷新された後、当社では、従来のセキュリティソフトウエアのライセンスビジネスから、金融機関を

顧客とするシステムインテグレーションビジネスへと転換が図られており、平成 20 年 10 月 10 日付取締役会

決議により、最高倫理責任者、コンプライアンス担当役員、リスク管理担当役員が選任され、従来から存在し

ている諸規程の改定並びに諸規程（グループリスク管理規程、コンプライアンス規程、危機管理規程、外部

委託管理規程）の新設が実施され、また平成 21 年 3 月期より上場会社に適用されている金融商品取引法

上の内部統制（J-SOX）が当社に対して厳格に適用され運用されているようである。 

もっとも、当委員会としては、今後の再発防止のため、ガバナンスが有効に機能する内部統制構築の再

確認をしていただく意味において、当社において次のような対応を行うべきであると考える。 

 

(1) 内部統制の実効性の確認 

すでに決議されている会社法上の内部統制体制及び既に実施されている金融商品取引法上の内

部統制が実効的に機能しているかどうかについて当社取締役会にて確認し、実効的でない部分が発

見された場合は速やかに是正すべきである。 

(2) 業務遂行過程の再確認 

社内において稟議書、請求書、納品書等の文書を作成する場合の業務遂行過程を明確にし、責任

の所在を明確にする。 

(3) 外部通報窓口の設置 

文書の稟議過程や納品書等の文書作成過程において疑念が生じた場合、いかなる従業員も相談

又は通報できる外部通報窓口を設置すべきである。 

(4) 会計基準の遵守 

ソフトウェアの売上に関する会計基準、また、近時頻繁に変化する会計基準を遵守する。 

(5) 子会社の管理 

C4T が数億円を貸し付けた子会社がその後破産するなど、子会社の業務運営をめぐり混乱が見ら

れていたことから、子会社の管理を適切に行うべきである。 

(6) 内部監査の実施 

当委員会による調査によれば、C4T時代、厳格な内部監査が実施された形跡が認められなかったの
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で、これを実施すべきである。 

(7) 監査役による社内監査の実施 

当委員会による調査によれば、C4T 時代、監査役会が有効に機能していたとは認められなかった。

常勤監査役が内部監査室と協働して社内の業務監査及び会計監査を実施した形跡が認められず、監

査役の役割が形骸化していた。そこで、常勤監査役と内部監査室との協働による定期的な社内監査が

実行されるべきである。 

 

Ⅷ C4T の事業内容 

情報セキュリティ事業： 自社開発した暗号技術、秘密分散技術、ニューラル・ネットワーク技術等を基礎

とし、これらコア技術のライセンス供給、コア技術を生かした情報セキュリティ製品の開発・販売、及び情報セ

キュリティに関するシステムの受託開発、コンサルティング・サービス等。 

 

 

 

 

以上 


